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担当課 項目名 ページ

【総務部】 0

総務課 【中核市関連】公文書等配送業務委託事業費 ・・・ 1

行財政改革課 長期借入金元金償還金 ・・・ 1

【中核市推進局】 0

中核市推進局 【中核市関連】中核市準備事業費 ・・・ 2

【総務調整局】 0

財産経営課 総合支所整備事業費 ・・・ 3

財産経営課 一般財産管理費 ・・・ 3

財産経営課 車両維持管理費 ・・・ 4

情報政策課 有線テレビジョン放送施設管理費 ・・・ 4

情報政策課 【中核市関連】情報システム環境整備費 ・・・ 5

市民税課 賦課徴収費 ・・・ 5

【人権政策監】

人権推進課 人権交流プラザ管理運営費 ・・・ 6

【企画推進部】

政策企画課 麒麟のまち創生推進事業費 ・・・ 7

文化交流課 日本遺産登録推進事業費 ・・・ 7

【地域振興局】

地域振興課 中山間地域・地域遊休施設活用支援事業費 ・・・ 8

協働推進課 地区公民館施設管理費 ・・・ 8

【福祉部】

 高齢社会課 地域介護・福祉空間整備等補助金 ・・・ 9

 高齢社会課 社会福祉施設改修事業費 ・・・ 9

平成２９年度９月補正予算（案）

事業別概要目次　（一般会計）



担当課 項目名 ページ

障がい福祉課 【中核市関連】事務費 ・・・ 10

保険年金課 国民年金事務取扱事務費 ・・・ 10

【健康こども部】

保健医療福祉連携課 病院群輪番制病院設備整備事業費 ・・・ 11

保健医療福祉連携課 【中核市関連】保健所設置準備事業費 ・・・ 11

こども家庭課 児童福祉法施行事務費 ・・・ 12

こども家庭課 保育所緊急整備事業費補助金 ・・・ 12

【経済観光部】

経済・雇用戦略課 地域商社運営支援事業費 ・・・ 13

観光戦略課 北前船寄港地フォーラム鳥取大会開催事業費 ・・・ 13

観光戦略課 たんぽり荘、山王谷キャンプ場管理運営費 ・・・ 14

観光戦略課 広域観光開拓・推進事業費 ・・・ 14

鳥取砂丘・ジオパーク推進課 「砂像のまち鳥取」推進事業費 ・・・ 15

鳥取砂丘・ジオパーク推進課 砂の美術館管理運営費 ・・・ 15

鳥取砂丘・ジオパーク推進課 鳥取砂丘ビジターセンター事業費 ・・・ 16

【農林水産部】

農業振興課 農産物加工センター管理運営費 ・・・ 17

農業振興課 新規就農営農支援事業費 ・・・ 17

農業振興課 共同利用施設整備等事業費 ・・・ 18

農業振興課 市民農園設置事業費 ・・・ 18

農業振興課 果樹振興対策事業費 ・・・ 19

農業振興課 農作業受託組織体制整備事業費補助金 ・・・ 19

農業振興課 過年度分国県支出金返還金 ・・・ 20

農業振興課 いかり原牧場管理事業費 ・・・ 20

農業振興課 集落営農体制強化支援事業補助金 ・・・ 21



担当課 項目名 ページ

林務水産課 林業労働者雇用条件改善事業費補助金 ・・・ 21

林務水産課 三滝管理棟維持管理費 ・・・ 22

林務水産課 省エネ漁業推進事業費 ・・・ 22

農村整備課 農道舗装補修等事業費 ・・・ 23

農村整備課 多面的機能支払交付金 ・・・ 23

農村整備課 みんなで取り組む農山村保全活動支援事業費 ・・・ 24

農村整備課 中山間地域等直接支払交付金 ・・・ 24

農村整備課 単独災害復旧費 ・・・ 25

【都市整備部】

 都市企画課 鳥取西道路周辺環境整備事業 ・・・ 26

交通政策課 １００円循環バス利用促進費 ・・・ 26

都市環境課 都市公園等管理費 ・・・ 27

道路課 道路管理費 ・・・ 27

道路課 一般道補修費 ・・・ 28

道路課 除雪費 ・・・ 28

道路課 防災・安全交付金事業費 ・・・ 29

道路課 単独災害復旧費 ・・・ 29

建築住宅課 住宅維持補修費 ・・・ 30

【環境下水道部】

 生活環境課 【中核市関連】中核市準備事業費 ・・・ 31

【教育委員会】

 教育総務課 学校維持補修費（小学校・大規模） ・・・ 32

 教育総務課 小学校増改築事業費 ・・・ 32

学校教育課 放課後児童対策事業費 ・・・ 33

学校教育課 学校安全対策費 ・・・ 33



担当課 項目名 ページ

学校保健給食課 一般管理費（学校給食センター） ・・・ 34

生涯学習・スポーツ課 サイクリングターミナル運営管理費等 ・・・ 34

生涯学習・スポーツ課 さじアストロパーク運営管理費 ・・・ 35

生涯学習・スポーツ課 キャンプ地誘致推進事業費 ・・・ 35

生涯学習・スポーツ課 地区体育館管理費 ・・・ 36

生涯学習・スポーツ課 体育施設管理費 ・・・ 36

生涯学習・スポーツ課 屋外体育施設管理費 ・・・ 37

生涯学習・スポーツ課 プール管理費 ・・・ 37

【総合支所】

佐治町総合支所 
地域振興課

小さな拠点整備事業 ・・・ 38

【債務負担行為の概要】

財産経営課 総合支所整備事業費 ・・・ 39

保健医療福祉連携課 保健所物品移転業務 ・・・ 40

企業立地・支援課 鳥取市土地開発公社借入金の損失補償 ・・・ 41

鳥取砂丘・ジオパーク推進課 鳥取砂丘新発見伝事業負担金 ・・・ 42

交通政策課
鳥取港振興会対策事業（鳥取隠岐間超高速船チャーター事
業）

・・・ 43

学校保健給食課 鳥取市学校給食配送業務委託事業 ・・・ 44

高齢社会課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市佐治
町老人福祉センター及び鳥取市鹿野町老人福祉センターしか
の和泉荘の管理運営費

・・・ 45

高齢社会課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市青谷
町高齢者生活福祉センターの管理運営費

・・・ 46

中央保健センター
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市気高
地区保健センターの管理運営費

・・・ 47

観光戦略課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市佐治
町自然環境活用センター、鳥取市佐治町たんぽり荘及び鳥取
市山王谷キャンプ場の管理運営費

・・・ 48

生涯学習・スポーツ課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する国府町コミュ
ニティセンター及び国府町農村勤労福祉センタープールの管
理運営費

・・・ 49



担当課 項目名 ページ

生涯学習・スポーツ課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する河原町総合
体育館、河原町勤労者体育館、佐治町多目的運動広場、佐治
町B&G海洋センター（体育館）及び佐治町B&G海洋センター
（プール）の管理運営費

・・・ 50

生涯学習・スポーツ課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する気高町勤労
者体育センター、気高町農業者トレーニングセンター、気高町
B&G海洋センター（プール）、気高町運動広場、青谷町グラウン
ド、青谷町体育館、青谷町農林漁業者トレーニングセンター、
鹿野町農業者トレーニングセンター、鹿野町B&G海洋センター
（プール）及び鹿野町運動広場の管理運営費

・・・ 51



会計名 項目名 ページ

公設地方卸売市場事業費 管理運営費 ・・・ 52

介護保険費 介護給付費準備基金積立金 ・・・ 52

介護保険費 国庫支出金等過年度分（介護給付費等） ・・・ 53

介護保険費 国庫支出金等過年度分（地域支援事業等） ・・・ 53

介護保険費 一般会計へ繰出 ・・・ 54

介護保険費 安心ホットライン事業費 ・・・ 54

温泉事業費 維持管理費 ・・・ 55

観光施設運営事業費 温泉施設管理費 ・・・ 55

後期高齢者医療費 保険料還付金 ・・・ 56

後期高齢者医療費 還付加算金 ・・・ 56

平成２９年度９月補正予算（案）

事業別概要目次　（特別会計）





 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 234 諸収入 0 

計 234 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 234 0 

総務管理費

目 文書広報費

補正前額 0 

要求額 265 

総務部長段階査定額 234 

一般会計 【問合せ先】　情報公開係　0857-20-3105 
 
【10次総の施策体系】　5101 
 
【事業の経過及び背景】
　平成21年度から頑丈で施錠可能な搬送箱による、本庁舎・駅南庁舎・さざんか会館・総
合支所間の搬送業務委託を開始。

【事業の目的及び効果】
　中核市移行に伴い新設される部署間の搬送便の実施による業務効率化を図る。

【事業の内容】 
　中核市移行に伴い新設される部署への文書配送に要する搬送箱等の購入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総００１ 項　　目　　名 【中核市関連】公文書等配送業務委託事業費

予算書項目 文書集中管理費 ページ 23 所　　属　　名

総務部 
総務課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 55,403 0 

一般財源 1,633 諸収入 55,403 

計 57,036 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 57,036 0 

公債費

目 元金

補正前額 9,109,032 

要求額 57,036 

総務部長段階査定額 57,036 

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-20-3111 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　道路及び公共施設等の整備のために借り入れた起債の元金償還金 。
 
【事業の内容】 
　ふるさと融資の貸付先法人からの意向により当該融資が繰上返済されることに伴い、当
該融資の原資として借り入れた地域総合整備資金貸付事業債について繰上償還するもの。

　①借入年度：平成１６年度
　　借 入 額：６０，０００千円
　　償還期間：平成１７年度～平成３１年度
　　繰上償還額：８，５７１，９１２円

　②借入年度：平成２３年度
　　借 入 額：７０，０００千円
　　償還期間：平成２６年度～平成３８年度
　　繰上償還額：４８，４６４，０００円

　※その他財源の諸収入は貸付先法人からの元金償還金

款 公債費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総００２ 項　　目　　名 長期借入金元金償還金

予算書項目 長期借入金元金償還金 ページ 39 所　　属　　名

総務部 
行財政改革課年度 H29

- 1 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 342 諸収入 0 

計 342 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 342 0 

総務管理費

目 諸費

補正前額 2,106 

要求額 342 

総務部長段階査定額 342 

一般会計 【問合せ先】　中核市推進局　0857-20-3105 

【10次総の施策体系】　5101 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市は、市民サービスの向上と山陰東部圏域の発展の基礎を築くため、平成３０年４ 
月１日の中核市移行を目指している。 
　中核市への移行に向けて、地方自治法の規定に基づき、中核市指定の申出議案の市議会 
議決（平成２９年３月２４日）、県知事から中核市指定の申出の同意書の交付（同年７月 
３日）を経て、本年７月２５日、総務大臣へ中核市指定の申出を行った。 
　本年秋頃（１０～１１月）、総務大臣による中核市指定の政令立案を経て政令が公布さ 
れると、鳥取市の中核市移行が正式決定となる見込みである。 

【事業の目的及び効果】 
　中核市誕生について、市民・事業者へ広く周知・広報するとともに、中核市移行の気運 
醸成と市民の理解を深める。 

【事業の内容】 
・中核市誕生を広報する駅前フラッグ（大）の作成・掲示 
・中核市誕生を広報するアーケードフラッグの作成・掲示 
・中核市誕生を広報するポスターの作成・掲示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

中００１ 項　　目　　名 【中核市関連】中核市準備事業費

予算書項目 地方分権推進費 ページ 23 所　　属　　名

総務部中核市推進局 
中核市推進局年度 H29

- 2 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 9,900 0 

その他 0 0 

一般財源 52 諸収入 0 

計 9,952 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,952 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 308,609 

要求額 9,952 

総務部長段階査定額 9,952 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係　0857-20-3851 
 
【１０次総の施策体系】5501 
 
【事業の経過及び背景】 
　総合支所は地域振興の拠点・地域防災の拠点となる施設であり、それらの拠点として必 
要となる耐震性能を備えた施設として、充実・強化を図っていく必要がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　地域防災の拠点としての機能を果たすため、庁舎の耐震補強等を行う。 
 
【事業の内容】 
　用瀬町総合支所庁舎の耐震補強計画及び用瀬図書館との複合化等の改修設計等業務。
（実施期間）H29～H30　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総調００１ 項　　目　　名 総合支所整備事業費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 23 所　　属　　名

総務部総務調整局 
財産経営課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 452 諸収入 0 

計 452 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 452 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 30,274 

要求額 452 

総務部長段階査定額 452 

一般会計 【問合せ先】財産政策第一係　0857-20-3851 
 
【１０次総の施策体系】5501 
 
【事業の経過及び背景】
　平成28年11月16日付県通知「ＰＣＢ廃棄物の適正な把握及び処理について」に基づき、
目視確認により対象施設の予備調査を実施した。予備調査の結果、さらに詳細な調査が必
要となったもの。

【事業の目的及び効果】　　　　　　　　　　　 
 　高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理。

【事業の内容】 
　昭和52年3月以前に整備した市有施設の照明器具に係るPCB調査。（57施設、530台）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総調００２ 項　　目　　名 一般財産管理費

予算書項目 財産管理費 ページ 23 所　　属　　名

総務部総務調整局 
財産経営課年度 H29

- 3 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 410 諸収入 0 

計 410 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 410 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 78,981 

要求額 410 

総務部長段階査定額 410 

一般会計 【問合せ先】財産政策第二係 0857-20-3114 
 
【１０次総の施策体系】5501 
 
【事業の経過及び背景】 
　公用車は集中管理を行い、調達時にもリース・レンタカー契約を組み合わせることで効 
率的な利用を図っている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　公用バスの運転及び維持管理業務を委託することにより、事務の負担軽減と遺漏ない配 
車・運行・整備に取り組んでいる。また、公用車を所有からリースへと切り替えることで 
維持管理や整備について遅滞なく適切に実施している。諸経費がリース料に含まれるため 
、支払手続きがわかりやすく簡便である。 
 
【事業の内容】　 
  公用マイクロバス等の車検整備に伴う修理等。
 
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総調００３ 項　　目　　名 車両維持管理費

予算書項目 車両管理費 ページ 23 所　　属　　名

総務部総務調整局 
財産経営課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 7,039 諸収入 0 

計 7,039 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,039 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 119,229 

要求額 7,039 

総務部長段階査定額 7,039 

一般会計 【問合せ先】情報政策係　0857-20-3871 

【10次総の施策体系】5401 

【事業の経過及び背景】
　平成１２年に合併前の鳥取市の農村部、平成１８年に合併地域のCATV網を公設民営型で
整備。

【事業の目的及び効果】
　本市が所有する有線テレビジョン放送施設の適正な運営と維持管理を行う。

【事業の内容】　 
　鳥取市西部地域・南部地域におけるCATV伝送路の監視システム機器の老朽化に伴う更
新。

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総調００４ 項　　目　　名 有線テレビジョン放送施設管理費

予算書項目 有線テレビジョン放送施設管理費 ページ 23 所　　属　　名

総務部総務調整局 
情報政策課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 5,227 諸収入 0 

計 5,227 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,227 0 

総務管理費

目 電算処理費

補正前額 21,776 

要求額 5,227 

総務部長段階査定額 5,227 

一般会計 【問合せ先】情報システム係　0857-20-3873 

【10次総の施策体系】5401 

【事業の経過及び背景】
　平成３０年４月の中核市移行に向けて、移管事務に対する情報システム環境の移行を進
める。

【事業の目的及び効果】 
　中核市移行に伴う業務システムや情報通信等の利用環境を整備するもの。
 
【事業の内容】 
　平成３０年４月の保健所業務開始に向けた職員利用端末機等の整備。 
　（１）端末機のリース及び基本ソフトウェアのライセンス購入
　（２）事務室内のＬＡＮケーブル敷設 　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総調００５ 項　　目　　名 【中核市関連】情報システム環境整備費

予算書項目 内部情報システム管理費 ページ 25 所　　属　　名

総務部総務調整局 
情報政策課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 226 諸収入 0 

計 226 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 226 0 

徴税費

目 賦課徴収費

補正前額 46,139 

要求額 226 

総務部長段階査定額 226 

一般会計 【問合せ先】税制係　0857-20-3411 

【１０次総の施策体系】　5301 

【事業の経過及び背景】 
　平成３０年度の鳥取県下での特別徴収に係る事業所の一斉指定に向け、個人住民税の徴
収率のさらなる向上を図るため、特別徴収に係る事業所の一斉指定を行う必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　個人住民税の特別徴収に係る事業所の一斉指定に向け、更なる取り組みを行うことによ 
り、対象となる事業所の移行作業を支障なく進めてゆく。

【事業の内容】　　　　　　　　　　　　　　 
　納税通知書封入業務委託費の増額及び特別徴収啓発チラシ等封入業務委託費の追加。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総調００６ 項　　目　　名 賦課徴収費

予算書項目 賦課事務費 ページ 25 所　　属　　名

総務部総務調整局 
市民税課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

人００１ 項　　目　　名 人権交流プラザ管理運営費

予算書項目 管理運営費 ページ 27 所　　属　　名

総務部人権政策監 
人権推進課年度 H29

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター　0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1401

 【事業の経過及び背景】
　昭和５２年度鳥取市解放センターとして同和問題の早期解決を図るため、鳥取市と東部
１４町村の広域的利用を目的として設置された。平成２１年度より鳥取市人権交流プラザ
に名称変更する。

【事業の目的及び効果】 
　人権啓発を推進し及び市民の交流を促進することにより、人権が尊重される社会の実 現
に資するために設置された鳥取市人権交流プラザを管理運営する。
 
【事業の内容】 
　人権交流プラザ階段室天井のモルタル剥落に伴う修繕
　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 318 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 6,290 

要求額 318 

総務部長段階査定額 318 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 318 諸収入 0 

計 318 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,283 諸収入 0 

計 2,283 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,283 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 2,283 

総務部長段階査定額 2,283 

一般会計 【問合せ先】企画調整係 0857-20-3153 
 
【１０次総の施策体系】5201 
 
【事業の経過及び背景】 
　中核市への移行に伴い、県東部４町と兵庫県新温泉町で連携中枢都市圏の形成に向けた
協議を進めている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　交通、観光や医療等の分野で広域的な連携を展開し圏域全体の活性化を図ることで、圏
域への定住を促進し、一定の圏域人口を有し活力ある社会経済の維持を目指す。 
 
【事業の内容】 
　連携中枢都市圏の形成に向け、連携中枢都市圏シンポジウムの開催、連携中枢都市圏ビ
ジョン懇談会の開催、連携中枢都市圏ビジョンの策定に取り組む。
 
　●構成市町：鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、兵庫県新温泉町
 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

企００１ 項　　目　　名 麒麟のまち創生推進事業費

予算書項目 総合企画費 ページ 23 所　　属　　名

企画推進部 
政策企画課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 423 諸収入 0 

計 423 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 423 0 

社会教育費

目 文化振興費

補正前額 1,839 

要求額 423 

総務部長段階査定額 423 

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-20-3226 

【１０次総の施策体系】3301　 

【事業の経過及び背景】 
　文化庁は、平成27年度から、地域に点在する有形・無形の文化財をパッケージ化し、我
が国の文化・伝統を語るストーリーを「日本遺産」に認定する仕組みを新たに創設。これ
を受け、鳥取県東部（因幡）と兵庫県北部（但馬）の１市６町（鳥取市、岩美町、若桜
町、智頭町、八頭町、香美町、新温泉町）に受け継がれる「麒麟獅子舞」を中核とするス
トーリーを作成し、平成29年2月に日本遺産申請を行ったが、認定とはならず、平成30年度
の認定を目指し、再チャレンジに向けた取り組みを進めている。

【事業の目的及び効果】 
　「麒麟獅子舞」が地域全体の貴重な文化観光資源とな ることを再認識し、１市６町が連
携を図り、「麒麟獅子舞」を生かした日本遺産認定申請に取り組むことで、点在する文化
財等を生かしたストーリーによるパッケージ化、一体的な整備・活用、国内外への戦略的
な情報発信・普及啓発などを行い、地域の活性化を図る。 

【事業の内容】 
   ・文化庁へのストーリー、地域活性化計画作成に関する協議
　・日本遺産による地域振興の構想づくり、具体的な実行プランへの落とし込みを目的に
　　開催される「日本遺産塾」に参加し、地域活性化計画の作成に生かす。
　　日本遺産塾：計5回開催

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

企００２ 項　　目　　名 日本遺産登録推進事業費

予算書項目 日本遺産登録推進事業費 ページ 37 所　　属　　名

企画推進部 
文化交流課年度 H29

- 7 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地００１ 項　　目　　名 中山間地域・地域遊休施設活用支援事業費

予算書項目 地域振興対策費 ページ 23 所　　属　　名

企画推進部地域振興局 
地域振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】振興係 0857-20-3185 
 
【１０次総の施策体系】3202 
 
【事業の経過及び背景】 
　中山間地域で増えつつある遊休施設（空き店舗等）の活用による地域活性化を図るた
め、平成２６年度に鳥取県みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業を活用して鳥
取市中山間地域遊休施設活性化総合支援事業補助金交付要綱を制定し、住民団体等の取組
を支援している。
 
【事業の目的及び効果】 
　地域における遊休施設(空き店舗等)を新たな地域活性化拠点として利活用しようとする
集落やNPO、住民団体等の取組を支援し、地域の総合的な活性化を図る。
　
【事業の内容】 
  用瀬地区において、地域の空き店舗を改修してアーティストなどのクリエーターの活動
拠点を整備し、ワークショップを始めとした各種イベントを開催するなど、新たな交流及
び地域の賑わい創出を目指す地域活性化の取組を支援する。
　（補助金交付）
　　補助率5/6（県間接補助1/2，市1/3）　補助金上限16,666千円

【事業の実績】
　平成26年度　　２件　13,063千円　日用品販売・飲食店整備、オープンカフェ整備
  平成28年度　　１件　14,450千円　コミュニティレストラン整備
　 
【今後の取り組み】 
　鳥取県みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業等を最大限活用しながら、中山 
間地域におけるコミュニティビジネスの起業・拡大や地域活性化を推進する。

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,929 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,215 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 3,215 

総務部長段階査定額 3,215 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,286 諸収入 0 

計 3,215 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地００２ 項　　目　　名 地区公民館施設管理費

予算書項目 地区公民館施設管理費 ページ 37 所　　属　　名

企画推進部地域振興局 
協働推進課年度 H29

一般会計 【問合せ先】地区公民館係 0857-20-3172

【１０次総合の施策体系】3101

【事業の経過及び背景】
　賀露地区公民館（昭和５３年建設）の受水槽は、設置から約４０年が経過し、直近の法
定点検（年１回実施）において状態が悪いとの指摘があったことから、地区公民館の耐震
化計画（平成３１年度まで）の完了後、平成３２年度に更新を行うこととしていた。
　今年度に入り、受水槽下部からの漏水が確認され、更新を急ぐ必要があると判断し、当
面は応急修繕を行い、来年度に受水槽取替工事を行いたいと考えていたが、漏水を完全に
止めることができなかった。

【事業の目的及び効果】
　地区公民館を良好に管理することで、地域住民が気軽に集い生涯学習事業、コミュニ
ティ活動が円滑に実施できる環境を整えることを目的としている。

【事業の内容】
・賀露地区公民館受水槽取替修繕
　受水槽壁面や架台の腐食など経年劣化が進んでいること、受水槽倒壊の危険性が高いこ
となどから、緊急の対応が求められると判断し、受水槽の緊急取替修繕を行う。
　併せて、老朽化が進み状態の悪いポンプ２台の取替を行う。
 
【今後の取り組み】 
　地区公民館の施設及び設備の適正な維持管理に努める。
 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,059 0 

社会教育費

目 公民館費

補正前額 86,174 

要求額 6,372 

総務部長段階査定額 6,059 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,059 諸収入 0 

計 6,059 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００１ 項　　目　　名 地域介護・福祉空間整備等補助金

予算書項目 地域介護・福祉空間整備等補助金 ページ 25 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

一般会計 【問合せ先】事業者管理係 0857-20-3454 

【１０次総の施策体系】1302 

【事業の経過及び背景】 
　火災発生時に自力で避難することが困難な方が多く入所する高齢者施設等については、
平成27年4月から原則としてスプ リンクラー等の設置が義務付けられており（平成30年3月
まで経過措置あり）、現在未整備となっている施設については早急に整備する必要があ
る。

【事業の目的及び効果】 
　国の補助金を積極的に活用し、既存施設のスプリンクラー設備等整備（財源：国補助10
／ 10）を行う事業者に対し助成を行い、利用者の安全・安心を確 保する。 
 
【事業の内容】 
　市内事業者から実施要望のあったものについて、国の地域介護・福祉空間整備等交付金 
を活用し、介護関連施設の設備整備の助成を行う。 
　＜既存施設スプリンクラー設備等整備事業＞ 
　　■２事業所…（財源：国補助10／10）　　９，８５４千円　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,854 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,854 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 9,854 

総務部長段階査定額 9,854 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 9,854 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００２ 項　　目　　名 社会福祉施設改修事業費

予算書項目 社会福祉施設整備費 ページ 25 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3451
 
【１０次総の施策体系】1302 

【事業の経過及び背景】 
　7月9日に発生した落雷の影響により、青谷町高齢者生活福祉センターやすらぎの温水
ヒーター（ボイラー）が絶縁不良による運転不能となり、施 設内の温水供給ができなく
なったため、緊急に修繕を行う必要が生じた。　　 

【事業の目的及び効果】 
　温水ヒーターの部品交換を行い、施設内の温水供給を安定させる。 

※その他財源の諸収入は、建物等損害共済金。　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 428 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 64,378 

要求額 428 

総務部長段階査定額 428 

地方債 0 0 

その他 428 0 

一般財源 0 諸収入 428 

計 428 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００３ 項　　目　　名 【中核市関連】事務費

予算書項目 事務費 ページ 25 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 H29

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-20-3474 
 
【１０次総の施策体系】1303 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成30年４月の中核市移行により、保健所を設置することに伴い、障害者手帳の発行、
精神通院に係る自立医療受給者証発行等の事務が、県より移譲される。 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成30年度の中核市移行に備え、県から移譲される事務に必要な申請書、物品等を整備
する。 
 
【事業の内容】 
　３障がい者手帳（身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者精神保健福祉手帳）・自立支
援医療受給者証・申請書等印刷、手帳カバー、刻印器、公印等の整備を行う。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 977 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 40,495 

要求額 977 

総務部長段階査定額 977 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 977 諸収入 0 

計 977 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００４ 項　　目　　名 国民年金事務取扱事務費

予算書項目 事務費 ページ 25 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 H29

一般会計 【問合せ先】年金係 0857-20-3484 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　日本年金機構では、市町村との事務処理の連携を強化するとともに、事務の効率化及び
処理の正確性を確保するため、届書の電子媒体化を推進している。

【事業の目的及び効果】 
　届書報告書の電子媒体化及び様式の統一化を行うことで、事務の効率化及び誤処理の防
止を図る。
 
【事業の内容・実績】 
　国民年金法に基づく届出書の電子媒体化及び様式統一化の実施に伴うシステム改修。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,221 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,221 0 

社会福祉費

目 国民年金事務取扱費

補正前額 8,394 

要求額 1,221 

総務部長段階査定額 1,221 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,221 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００１ 項　　目　　名 病院群輪番制病院設備整備事業費

予算書項目 病院群輪番制病院設備整備事業費 ページ 27 所　　属　　名

健康こども部 
保健医療福祉連携課年度 H29

一般会計 【問合せ先】連携係 0857-20-3914 

【１０次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】 
　二次救急病院（病院群輪番制病院）として一次救急病院（夜間休日急患診療所）からの 
紹介患者、傷病者及び救急患者の診察に対応するためには、医療機器整備は常に点検、更 
新をして一定の高いレベルを保つ必要がある。 

【事業の目的及び効果】 
　必要な機器を更新し、救急患者の受け入れ態勢を整備することにより、本市の救急体制 
の充実が図られまた、救急担当医の負担軽減につながる。 

【事業の内容・実績】 
（内容） 
　病院群輪番制病院の医療機器新規購入、更新に対して補助金を交付する。 
　(補助率10/10（内訳：国1/3、県1/3、市1/3）、上限：21,600千円〕 
　　　鳥取生協病院　　　　４，４３１，０００
　　　鳥取赤十字病院　　　１，４６１，０００円
（実績） 
　平成２６年度実績　　　　　　　９，４５３，０００円 
　　　　　内訳：鳥取生協病院　　９，４５３，０００円 
　平成２７年度実績　　　　　　　交付実績なし 
　平成２８年度実績　　　　　　　９，４６２，０００円 
　　　　　内訳：鳥取生協病院　　４，１４０，０００円 
　　　　　　　　鳥取赤十字病院　５，３２２，０００円 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,928 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,892 0 

保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 0 

要求額 5,892 

総務部長段階査定額 5,892 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,964 諸収入 0 

計 5,892 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 【中核市関連】保健所設置準備事業費

予算書項目 保健所設置準備事業費 ページ 27 所　　属　　名

健康こども部 
保健医療福祉連携課年度 H29

一般会計 【問合せ先】連携係 0857-20-3914 

【１０次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】 
　本市は、平成16年11月の合併を経て、平成17年10月に特例市へ移行し、さらに平成22年 
3月には「鳥取・因幡定住自立圏」を形成し、圏域が一体となった地域活力の創出に取り 
組んできた。 
　国会において中核市と特例市の制度統合（新中核市）及び新たな広域連携制度の創設（ 
「地方中核拠点都市」等）が法制化され、中核市の人口要件緩和により、本市の中核市へ 
の移行が可能となった。 

【事業の目的及び効果】 
　総合的な保健衛生サービスの提供を図るため、保健所の設置準備を行う。 

【事業の内容・実績】 
 （内容）
　　平成３０年４月の中核市移行に伴い移譲される事務を円滑に行うために、事前に準備
　すべき各種備品等を整備する。　 
 （実績）平成２６年度 
　　　　・保健所準備室設置 
　　　　・保健所設置検討有識者委員会開催、「鳥取市保健所の在り方に関する提言」　 
　　　　　受領 
　　　　平成２７年度 
　　　　・保健所設置検討委員会開催、先進地視察 
　　　　・「鳥取市保健所設置基本構想」策定 
　　　　・県が実施する保健所業務に係る各種訓練及び研修会等への参加 
　　　　平成２８年度 
　　　　・駅南庁舎への保健所等の整備に向けた基礎資料作成 
　　　　・県が実施する保健所業務に係る各種訓練及び研修等への参加 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 15,613 0 

保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 37,098 

要求額 19,210 

総務部長段階査定額 15,613 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 15,613 諸収入 0 

計 15,613 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００３ 項　　目　　名 児童福祉法施行事務費

予算書項目 事務費 ページ 27 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 H29

一般会計 【問合せ先】保育係　0857-20-3464 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　保育士等の更なる処遇改善を図るため、平成２９年度から新たな処遇改善等加算が導入 
されることとなり、加算に対応するためのシステム改修が必要となった。 

【事業の目的及び効果】 
　システム改修により、適正な運営費委託料の算定を行うことができ、保育士等の処遇改 
善の適切な実施につながる。 

【事業の内容】　　　　　 
　上記の加算に対応するためのシステム改修に係る委託料：１，７１８千円 
財源：国庫補助１０/１０ 

【今後の取り組み】 
　私立保育園等に係る運営費の算定について、今年度分から加算を適用させる 。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,718 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,718 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 4,632 

要求額 1,890 

総務部長段階査定額 1,718 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,718 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００４ 項　　目　　名 保育所緊急整備事業費補助金

予算書項目 私立保育園運営施設助成費 ページ 27 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 H29

一般会計 【問合せ先】管理企画係　0857-20-3461 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　近年の保育需要の増大により保育ニーズの低年齢化が進むなか、保育園の収容力不足の 
解消や幼保連携の推進を図るため、対応施設の整備が必要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　国の待機児童対策として創設された「保育所等整備交付金」・「安心こども基金」の補
助 事業として、民間法人が計画している保育所施設整備に対する助成をおこない、保育所
の 定員を増加させ、待機児童対策に資する 

【事業の内容】 
①(仮称)ニチイキッズ鳥取保育園　 小規模保育事業所新設
　補助金交付先　　株式会社ニチイ学館 
　助成額　　　　　16,500千円（見込）　整備分(補助基準額の3/4) 
　建物構造　　　　鉄骨造平屋建て　定員19名 

②(仮称)浜坂クローバー保育園　保育園新設　 
　補助金交付先　　株式会社クローバーホールディングス 
　助成額　　　　　 88,822千円（見込）　整備分(補助基準額の3/4)
　建物構造　　　　 鉄骨造平屋建て　定員60名 

③認定こども園　鳥取第二幼稚園・おひさま保育園　防犯カメラの設置
　補助金交付先　　学校法人矢谷学園 
　助成額　　　　　345千円（見込）　整備分(補助基準額の3/4)　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 93,849 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 105,667 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 156,197 

要求額 105,667 

総務部長段階査定額 105,667 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 11,818 諸収入 0 

計 105,667 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,000 諸収入 0 

計 2,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,000 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 5,124 

要求額 2,000 

総務部長段階査定額 2,000 

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-20-3249 

【１０次総の施策体系】2103 

【事業の経過及び背景】 
　地域商社とは、地域の多くの関係者と連携し、農産物などの地域の資源を新たにブラン
ド化 していくことはもとより、生産・加工から流通・販売まで一貫したプロデュースを行
い、地域経済の活性化を目指す組織のことである。 
　本市における小規模な生産者・事業者の域外への販路拡大を図るためには、営業力や受
発注・決済機能・物流機能、コンサルティング機能等を持ち、既存商品・産品に加え市場
化されずに眠る有望な地域資源の販路開拓の司令塔となって、従来以上の付加価値を引き
出し、その収益を 地域や生産者に還元していくことのできる「地域商社」の存在が不可欠
である。このことを踏まえて、この地域商社機能を有する会社を設立するため、地方金 融
機関と本市を中心に、経済団体と連携して、平成２８年１２月に鳥取地域商社設立協議会
を立ち上げた。 

【事業の目的及び効果】 
　平成２９年１０月に設立予定の地域商社の資本を安定的に確保することにより、販路拡
大（取引企業の獲得）等運営の円滑化を図り、地域産業の底上げや地域経済活性化の取組
を促進させる。 

【事業の内容】 
　（仮称）株式会社地域商社とっとりに対する資本金、２，０００千円の拠出。

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

経００１ 項　　目　　名 地域商社運営支援事業費

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 

その他 6,573 6,573 

一般財源 △ 4,423 諸収入 0 

計 2,150 その他 0 

行財政改革課処理欄

市長段階査定額 2,150 0 

商工費

目 観光費

補正前額 7,123 

要求額 2,150 

総務部長段階査定額 2,150 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

【問合せ先】観光政策係 0857-20-3227 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】 
　北前船は江戸中期から明治まで運行されていた廻船で、北海道から日本海沿岸を経由し
て大阪に至る広範囲の物流ネットワークを形成していた。本市では賀露港が寄港地として 
各種文献に記載されており、賀露神社には北前船の模型やいかりが保存されている。 
　北前船寄港地フォーラムは、寄港地間の広域観光ネットワークを通じた地域の魅力発信
と地方創生に寄与する目的で平成１９年１１月に第１回大会が開催され、講演やパネル
ディスカッション、現地視察による交流と連携が深まっている。 
　本市でのフォーラム開催については、27年2月の「鳥取市地方創生・地域経済対策協議
会」において鳥取商工会議所から誘致支援の要請を受け、7月の第16回大阪大会で誘致表 明
を行っていたが、11月の第17回加賀大会において平成29年11月の開催が正式決定した。 
 
【事業の目的及び効果】 
　フォーラム開催を通じて寄港地同士の広域間連携を図るとともに、歴史的資源を活かし
た地域活性化に繋げる。 
 
【事業の内容】 
　フォーラムのテーマ「来たまえ！環日本海新時代～北前船レガシーで友情・平和・交流
の海へ～」にもとづき、環日本海地域（ロシア・中国・韓国）から講師や来賓を招待する
など、国際色豊かなフォーラムに向けて準備を進めていく。
 
　・開催日：平成２９年１１月２４日（金）
　・開催場所：とりぎん文化会館　梨花ホール

経００２ 項　　目　　名 北前船寄港地フォーラム鳥取大会開催事業費

予算書項目 各種団体補助金負担金 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
観光戦略課年度 H29

一般会計

款 商工費

項
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 

その他 0 0 

一般財源 209 諸収入 0 

計 209 その他 0 

行財政改革課処理欄

市長段階査定額 209 0 

商工費

目 観光費

補正前額 2,315 

要求額 209 

総務部長段階査定額 209 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

【問合せ先】観光政策係 0857-20-3227 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】
　たんぽり荘は、森林組合員の協業事業に対する認識の高揚、林業従事者の林業活動の円
滑な推進及び林業技術の習得向上を目的とし、森林総合利用促進事業の管理棟として昭和
５４年度に設立。昭和５６年度には自然探索と青少年の健全育成を目的に隣接地に別館を
設立。平成１８年度から指定管理者制度へ移行。

【事業の内容】 
　経年劣化により故障したたんぽり荘施設内の井水滅菌機の取替修繕を行う。

経００３ 項　　目　　名 たんぽり荘、山王谷キャンプ場管理運営費

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
観光戦略課年度 H29

一般会計

款 商工費

項

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 

その他 0 0 

一般財源 11,772 諸収入 0 

計 11,772 その他 0 

行財政改革課処理欄

市長段階査定額 11,772 0 

商工費

目 観光費

補正前額 15,038 

要求額 11,772 

総務部長段階査定額 11,772 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

【問合せ先】観光政策係 0857－20－3227 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取県東部・兵庫県北但西部１市６町の広域周遊観光圏を形成する目的で、平成２７年
度から広域観光グランドデザインの策定を進めている。 併せて、鳥取・因幡観光ネット
ワーク協議会が、地域連携ＤＭＯの候補法人として県東部１市４町との連名で観光庁への
登録を行っている。 平成２９年度は、策定されたグランドデザインの推進母体としてＤＭ
Ｏ設立を進めるとともに、広域周遊を促進するための二次交通対策、インバウンド増加対
策に取り組む。 
　 
【事業の内容】 
　二次交通対策、インバウンド増加対策として実施している「外国人観光客1,000円高速バ
ス事業」について、開始２ヶ月（６／１～７／３１）の利用状況を踏まえ、年間の利用見
込数を上方修正し、引き続き外国人観光客の誘客促進に取組む。
（当初想定数１，０００人⇒利用見込数５，４００人） 

経００４ 項　　目　　名 広域観光開拓・推進事業費

予算書項目 広域観光開拓・推進事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
観光戦略課年度 H29

一般会計

款 商工費

項
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

【問合せ先】鳥取砂丘・ジオパーク推進課 0857-20-3036 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成１８年の砂の美術館第１期展示開催から、砂の美術館を中心に砂像の魅力を広く発
信するため、県内外での砂像制作や世界砂像フェスティバルの開催等砂像を活かしたまち
づくりを実施している。砂の美術館の認知度は上昇しつつあるが、更なる鳥取砂丘の砂像
ブランド力の向上、市民砂像文化の醸成が望まれる。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取市の新たな観光ブランドとなった｢砂像｣を広くアピールし、砂像文化を市民ととも 
に育み、｢砂像のまち鳥取市」を全国、全世界に発信する。 
 
【事業の内容】 
　「鳥取砂のルネッサンス」をメインテーマに、本年１１月にまちなかで国内砂像彫刻選
手権大会やシンボル砂像公開制作、砂像サミット等を開催し、砂像彫刻家の育成発掘や砂
像の情報発信、全国各地の砂像関係者との情報共有を図るとともに、砂の美術館との相乗
効果により砂像のまち鳥取への積極的な誘客並びに市民への砂像文化の醸成を図る。
　このたび、シンボル砂像のモチーフが決定し、モチーフに合わせた制作展示環境の整備
と維持管理のため、制作展示期間の大型テント設置及び夜間警備を実施する。

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,320 諸収入 0 

計 4,871 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,871 0 

商工費

目 観光費

補正前額 34,765 

要求額 6,858 

総務部長段階査定額 4,871 

一般会計

款 商工費

項

その他財源の内訳

0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,551 0 

経００５ 項　　目　　名 「砂像のまち鳥取」推進事業費

予算書項目 観光宣伝事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
鳥取砂丘・ジオパーク推進課年度 H29

分担金

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

【問合せ先】鳥取砂丘・ジオパーク推進課 0857-20-3036 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】 
　砂の美術館は、平成１７年１０月から指定管理者制度へ移行し、平成２４年度には砂像
展示専門の美術館として新施設を整備し、管理 運営を行っている。 平成３０年１月１５日
からは、使用料制から利用料金制へ移行する。
 
【事業の目的及び効果】 
　指定管理者制度導入で、管理経費の縮減と民間知識活用によるサービス向上を図るとと
もに、地域産業発展と観光の振興を目指す。 
 
【事業の内容】 
　老朽化により故障した鳥取砂丘砂の美術館内「サンドパル」売店の空調設備の修繕。
（コンプレッサ取替、冷媒ガス充填等）

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 894 諸収入 0 

計 894 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 894 0 

商工費

目 観光費

補正前額 266,816 

要求額 894 

総務部長段階査定額 894 

一般会計

款 商工費

項

その他財源の内訳

0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

経００６ 項　　目　　名 砂の美術館管理運営費

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
鳥取砂丘・ジオパーク推進課年度 H29

分担金

- 15 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

【問合せ先】鳥取砂丘・ジオパーク推進課 0857-20-3036 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】
　環境省は、鳥取砂丘地域を中心とした山陰海岸国立公園鳥取県地域での様々な体験活動
の拠点として、鳥取砂丘ビジターセンターを整備する。それに伴い、ビジターセンター建
設予定地にある鳥取砂丘ジオパークセンターを平成２９年度に解体・撤去した。鳥取砂丘
ビジターセンターの平成３０年秋オープンに向け、環境省による施設整備と並行して、県
市による運営協議会を立ち上げる必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　鳥取砂丘ビジターセンターを整備することで、鳥取砂丘に訪れる観光客への情報提供、
体験活動の拠点、市民の地域学習の場等、様々な役割として機能する。これにより、鳥取
砂丘を中心とした本市の観光振興を目指す。

【事業の内容】
　鳥取砂丘ビジターセンターオープンに向けた準備経費（準備員１名の人件費及び印刷物
等の事務的経費）。

　※その他財源の諸収入は、鳥取砂丘ビジターセンター県負担金

地方債 0 0 

その他 1,018 0 

一般財源 893 諸収入 1,018 

計 2,037 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,037 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 2,037 

総務部長段階査定額 2,037 

一般会計

款 商工費

項

その他財源の内訳

0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 126 0 

経００７ 項　　目　　名 鳥取砂丘ビジターセンター事業費

予算書項目 鳥取砂丘ビジターセンター事業費 ページ 31 所　　属　　名

経済観光部 
鳥取砂丘・ジオパーク推進課年度 H29

分担金

- 16 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００１ 項　　目　　名 農産物加工センター管理運営費

予算書項目 農産物加工センター管理運営費 ページ 27 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　農産物加工活動を総合的に推進し、加工実習の研修を通じ地域活性化と地産地消を図る 
ため鳥取市農産物加工等施設を設置した。また、地域の活性化及び生活環境の整備を図る 
ため、鳥取市地域活性化施設を設置した。 
 
【事業の目的及び効果】 
　農産物の加工技術の習得・向上による地域農業の振興と共同利用による地域住民の連帯 
感の醸成を図ること、また地域の活性化及び生活環境の整備を図るために設置された当該 
施設の適正な運営と管理を行うことを目的とする。　 
 
【事業の内容】 
　○農産物加工センターの冷蔵庫等故障に伴う修繕を実施　対象施設：６施設
　○佐治町農産物加工センターの納付方法変更に伴う光熱水費の増

※その他財源の諸収入は、指定管理者光熱水費負担金

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,736 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 22,696 

要求額 2,549 

総務部長段階査定額 1,736 

地方債 0 0 

その他 150 0 

一般財源 1,586 諸収入 150 

計 1,736 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００２ 項　　目　　名 新規就農営農支援事業費

予算書項目 次代の農業を担う若者育成対策事業費 ページ 27 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室　担い手支援係　0857-20-3239 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　新規就農者の定着を図るため、経営が不安定な就農初期の支援策として給付金の給付や 
就農時の負担軽減のための農地賃借料助成、住居家賃助成による支援を行っている。 

【事業の目的及び効果】 
　新規就農者の就農初期の経営基盤整備費用を支援し、農業経営の担い手となる青年等の
就農の促進及び自立を図る。

【事業の内容】 
　補助対象事業者：認定新規就農者（新規１件）
　補助内容：認定新規就農者が導入する田植機、トラクター等に係る経費の一部を補助
 　補助率：県１／３、市１／６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,707 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,062 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 39,645 

要求額 4,062 

総務部長段階査定額 4,062 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,355 諸収入 0 

計 4,062 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００３ 項　　目　　名 共同利用施設整備等事業費

予算書項目 共同利用施設整備等事業費 ページ 27 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　地域改善対策事業で設置した農業用施設において「鳥取市有施設の民間等への譲渡に関
する取扱方針」に基づき、処分制限期間の経過した施設を、地元へ貸付・移管を行ってい
る。 
 
【事業の目的及び効果】 
　処分制限期間の経過した施設について、必要な修繕を行った上で地元と譲渡契約を締結 
し円滑な地元移管を図る。処分制限期間の残っている施設についても、譲渡等を前提に修 
繕等を行う。 
 
【事業の内容】 
　○譲渡前提の共同利用施設の壁、屋根等の修繕（３箇所）。
　○気高水耕栽培施設の電気工作物の修繕。

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,820 0 

農業費

目 農業総務費

補正前額 6,443 

要求額 1,820 

総務部長段階査定額 1,820 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,820 諸収入 0 

計 1,820 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００４ 項　　目　　名 市民農園設置事業費

予算書項目 市民農園設置事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】
・市民農園開設年度 
　里仁地区：Ｓ５３年度、滝山・叶地区：Ｓ６３年度、祢宜谷地区：Ｈ４年度、 
　布勢地区：Ｈ７年度、湖山地区：Ｈ１８年度、吉岡地区：Ｈ２０年度 
 
【事業の目的及び効果】
　遊休農地の有効活用を図るとともに、農業を通じてレクリエーシ ョンの機会を市民に提
供している市民農園の利用効果を上げるため適正な維持・補修を行う。 
 
【事業の内容】 
　吉岡市民農園の防護柵（Ｌ＝４００ｍ）と水路嵩上修繕（Ｌ＝１５ｍ）を実施。

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 574 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 1,337 

要求額 574 

総務部長段階査定額 574 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 574 諸収入 0 

計 574 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００５ 項　　目　　名 果樹振興対策事業費

予算書項目 園芸産地づくり事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　本市では、果樹栽培が盛んに行われてきたが生産者の高齢化・後継者不足、販売価格の 
低迷等により、生産者数、栽培面積、生産量ともに減少を続けている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　果樹の生産から出荷、販売に際して支援していくことで、果樹生産の総合的な振興を図 
り、消費拡大、生産者の意欲向上を図る。 
 
【事業の内容】 
○鳥取梨生産振興事業 
  補助対象事業者：認定農業者、産地計画の担い手
　補助内容・補助率：新改植、果樹棚・県２/３（福部３件）
　　　　　　　　　　育成奨励・県１/２、市１/２（福部３件）
　
○鳥取柿ぶどう等生産振興事業
　補助対象事業者：認定農業者、産地計画の担い手
　補助内容・補助率：改植、果樹棚・県２/３（河原１件、青谷２件）
　　　　　　　　　　防風施設・県１/３（用瀬１件）
　　　　　　　　　　育成奨励・県１/２、市１/２（河原１件）
　
○低コスト・体制強化事業
　補助対象事業者：認定農業者
　補助内容・補助率：防除用機械・県１/３（佐治１件）

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 4,416 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,518 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 12,543 

要求額 4,518 

総務部長段階査定額 4,518 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 102 諸収入 0 

計 4,518 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００６ 項　　目　　名 農作業受託組織体制整備事業費補助金

予算書項目 農作業受託組織体制整備支援事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　兼業農家の増加や農業従事者の高齢化により農作業の委託希望者が増加している。
現在、農作業受託が可能な農業公社や集落営農組織等が対応しているが、既に所有のコン
バイ ン等の農業機械が老朽化し、故障が多く十分に農作業受託の需要に対応が出来ていな
い状 況である。 
 
【事業の目的及び効果】
 増加する兼業農家や高齢の農業者からの農作業受託に対応するため農作業用機械の更新に
対する支援を行うことを目的とし、荒廃農地及び耕作放棄地の解消に努める。

【事業の内容】 
　補助対象事業者：（一財）鳥取市農業公社
 　補助内容：（一財）鳥取市農業公社が導入する３トントラック１台に係る経費の一部を
　　　　　　補助
　補助率：市１／２（上限３，０００千円）
　　　　　 
※その他財源の繰入金は、農業振興基金

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 595 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 3,000 

要求額 595 

総務部長段階査定額 595 

地方債 0 0 

その他 595 595 

一般財源 0 諸収入 0 

計 595 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００７ 項　　目　　名 過年度分国県支出金返還金

予算書項目 過年度分国県支出金返還金 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室　生産振興係　0857-20-3234 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　平成20年度チャレンジプラン支援事業（現がんばる農家プラン事業）を活用して、有限 
会社カントリーフードが整備した農産物加工施設において、健康上の理由により農業生産 
・加工品製造が困難となった。 

【事業の目的及び効果】 
　農産物加工施設の設置目的を継承し、事業継続を行う他者を見つけることができなかっ 
たため、加工施設一式を残存価格で有償譲渡するため、相当額を県に返還する。 

【事業の内容】 
○チャレンジプラン支援事業の概要 
　補助対象事業者：認定農業者 
　補助内容：農業用機械、農業用施設整備等に係る費用に対する支援 
　補助率：県１／３、市１／６ 

※その他財源の諸収入は、事業者からの補助金返還金

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,334 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 3,334 

総務部長段階査定額 3,334 

地方債 0 0 

その他 3,334 0 

一般財源 0 諸収入 3,334 

計 3,334 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００８ 項　　目　　名 いかり原牧場管理事業費

予算書項目 畜産振興対策事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 
 
【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　いかり原牧場は、青谷町の畜産振興を図るため、放牧並びに採草・牧草販売事業を通じ 
地域の畜産振興に寄与するために設置され、管理を行っている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　いかり原牧場で指定管理業務で実施している牧草ロール製造・販売業務で使用していた
機械（ロールベーラー）が故障し、業務委託で当業務の継続を図る。

【事業の内容】 
　ロールベーラー故障による、牧草ロールの製造委託を実施。 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 328 0 

農業費

目 畜産業費

補正前額 1,030 

要求額 328 

総務部長段階査定額 328 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 328 諸収入 0 

計 328 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 20 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農００９ 項　　目　　名 集落営農体制強化支援事業補助金

予算書項目 意欲ある担い手支援事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室　担い手支援係　0857-20-3238 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　小規模農家が共同で営農を行う集落営農は、地域の水田農業を守る担い手として重要で 
あり、組織化当初の経営安定を図るため平成２０年度より本事業が創設された。 

【事業の目的及び効果】 
　継続的な地域の水田農業を維持するため、集落営農組織に対し機械施設の整備を支 援す
る。 

【事業の内容】 
　補助対象事業者：集落営農組織（新規１件）
　補助内容：集落営農組織が導入する機械設備等に係る経費の一部を補助
　補助率：県１／３、市１／６

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,281 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,422 0 

農業費

目 農業構造改善事業費

補正前額 0 

要求額 3,422 

総務部長段階査定額 3,422 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,141 諸収入 0 

計 3,422 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１０ 項　　目　　名 林業労働者雇用条件改善事業費補助金

予算書項目 林業労働者雇用条件改善事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 H29

一般会計 【問合せ先】林務係 0857-20-3235 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　林業労働者の高齢化により、担い手不足が進んでいる。 

【事業の目的及び効果】　　　 
　林業事業体が雇用する林業労働者の雇用条件の改善に努め担い手育成を促進するため、
雇用開始から５年目までの市内在住の林業労働者に係る健康保険、厚生年金（農林年金 ）
の事業主負担に対し経費の一部を助成する。 

【補正の内容】 
　補助事業対象者の健康保険・厚生年金に係る負担補助 （４名の増）。
　
【今後の取り組み】
　継続して実施 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 526 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,053 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 6,016 

要求額 1,053 

総務部長段階査定額 1,053 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 527 諸収入 0 

計 1,053 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 21 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１１ 項　　目　　名 三滝管理棟維持管理費

予算書項目 三滝管理棟維持管理費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 H29

一般会計 【問合せ先】林務係 0857-20-3235 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　三滝林間施設は昭和60年に開所した管理棟、休養施設、バンガロー、バーベキューハウ 
ス等を有する宿泊施設である。今年度の消防設備の法定点検により、開設当初から設置さ 
れている管理棟の自動火災報知設備の故障が判明した。 

【事業の目的及び効果】 
　消防法により設置が義務付けられている自動火災報知設備の修繕を行い、施設利用者の
安全を確保する。 

【補正の内容】 
　自動火災報知設備の修繕

【今後の取組】
　引き続き施設の適正な管理に努める。

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 400 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 9,688 

要求額 400 

総務部長段階査定額 400 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 400 諸収入 0 

計 400 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１２ 項　　目　　名 省エネ漁業推進事業費

予算書項目 省エネ漁業推進事業費 ページ 31 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 H29

一般会計 【問合せ先】水産漁港係 0857-20-3236 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　　魚価低迷、燃油・資材高騰等厳しい経営環境の中で、将来にわたって自立的・安定的 
　な漁業経営を目指し、県の制度と連携し漁業経営の効率化を図る。 

【事業の目的及び効果】 
    漁業経営改善計画に基づき取り組む漁業者の所得を向上させることにより、漁業 
　後継者確保を図る。 

【補正の内容】 
  １．事業内容：経営改善に積極的かつ計画的に取組む漁業者に対し、省エネ等経費の削 
　　減に資する機器の購入経費や温暖化等による海の変化に対応するための漁法転換経費 
　　を助成する。 
　　事業実施者の２名増（内１名は県の要綱改正に倣い、本市でも実施主体の要件を緩和
　　するもの）。
  ２．事業実施主体：以下の条件のいずれかを満足する２０ｔ未満の漁船漁業者 
　　Ⅰ．年齢が６５歳以下のもの （要件緩和）
　　Ⅱ．年齢が７０歳以下で、 過去３年間に平均９０日以上の出漁実績があるもの

【今後の取り組み】 
　　長期化している燃油高騰対策として、省エネ型エンジン等を導入する漁業者の自立的 
　安定的な漁業経営を支援するため、県と連携しながら事業を継続する。 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 268 0 

水産業費

目 水産業振興費

補正前額 839 

要求額 268 

総務部長段階査定額 268 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 268 諸収入 0 

計 268 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 22 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１３ 項　　目　　名 農道舗装補修等事業費

予算書項目 農道舗装補修等事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H29

一般会計 【問合せ先】基盤整備係　0857-20-3244 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　国内において食料を安定的に供給することが重要さを増すなか、農業の基礎的な生産基 
盤である農地の適切な保全管理や、老朽化した農道、用排水路等の農業用施設全般の整備 
・補修が求められている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　農業用施設（ポンプ等）が故障し、修繕を行うことで、必要な用水量を確保し、農業 
環境の整備と農業経営の安定を図る。 
 
【補正の内容】 
　湖東大浜地区、江津地区に設置されているポンプの修繕。

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,270 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,176 636 

農業費

目 農地費

補正前額 29,400 

要求額 3,176 

総務部長段階査定額 3,176 

地方債 0 0 

その他 636 0 

一般財源 1,270 諸収入 0 

計 3,176 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１４ 項　　目　　名 多面的機能支払交付金

予算書項目 多面的機能支払事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H29

一般会計 【問合せ先】総務係　0857-20-3241 

【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　農業・農村は、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の多面 
的機能を有しており、その利益は広く国民が享受している。しかしながら、近年の農村地 
域の過疎化、高齢化、混住化等の進行に伴う集落機能の低下により、地域の共同活動によ 
って支えられている多面的機能の発揮に支障が生じつつある。また、地域の共同活動の困 
難化に伴い、農用地、水路、農道等の地域資源の保全管理に対する担い手農家の負担の増 
加も懸念されている。 
 
【事業の目的及び効果】 
①地域が共同となって農用地、水路、農道等の地域資源の保全管理の取り組み支援し、国
土の保全、水源の涵 養、自然環境の保全、良好な景観の形成等の農業が有する多面的機能
の適切かつ十分な発 揮につなげ、農業・農村の有する多面的機能が今後とも適切に維持・
発揮させ、担い手農家への農地集積という構造改革を後押しする。 
 ②共同活動で課題となっている、事務負担の軽減体制強化を図るため、広域に組織化する
地域に対し支援する。

【補正の内容】 
①新規取組組織３３組織の追加
②広域組織化を図る３地域の追加

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 23,316 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 31,331 0 

農業費

目 農地費

補正前額 177,663 

要求額 31,331 

総務部長段階査定額 31,331 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 8,015 諸収入 0 

計 31,331 その他 0 

行財政改革課処理欄

- 23 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１５ 項　　目　　名 みんなで取り組む農山村保全活動支援事業費

予算書項目 みんなで取り組む農山村保全活動支援事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H29

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 20-3244 

【１０次総の施策体系】2104 
 
【事業の経過及び背景】 
　中山間地域では高齢化・担い手不足が進行し、集落・地域だけでは農業生産基盤の維持 
管理が困難となってきている地域が増加しており、都市部の市民や企業など外部からのサ
ポートが求められている。 

【事業の目的及び効果】 
　交流活動を通じて農業・農村の保全意識を高め、新たな活動により生産基盤の保全や自 
立的な農業を行おうと意欲的に取り組む集落地域について、農山村ボランティアを始め と
し地域貢献に前向きな企業や自治会等、外部サポーターとの協働による低コストかつ 持続
可能な農業・農村の活性化を目指し、新たな地域ブランド等を創出することで地域 振興を
図る。 

【補正の内容】 
　むら・まち支え合い共生促進事業　１団体の減
　共生の里推進加速化事業　　　　　１団体の増

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 140 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 210 0 

農業費

目 農地費

補正前額 2,370 

要求額 210 

総務部長段階査定額 210 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 70 諸収入 0 

計 210 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１６ 項　　目　　名 中山間地域等直接支払交付金

予算書項目 中山間地域等直接支払事業費 ページ 29 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H29

一般会計 【問合せ先】総務係　0857-20-3241 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　平成２７年度より、中山間地域等直接支払事業法制化に伴う新たな事業が開始された
（通算１８年目） 。

【事業の目的及び効果】 
　条件不利地の中山間地域で農業生産活動を行う農業者等に対し直接支払を実施すること 
で、農業生産活動を継続して耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保する。 
　＜対象地域＞
　　特定農山村法、山村振興法、過疎法に指定された地域及び県知事が特に必要と認める
　　地域のうち、急傾斜地（田１／２０以上、畑１５度以上）及び、緩傾斜（田１／２０
　　未満１／１００以上、畑１５度未満８度以上）で面的まとまりのある農用地等。
　＜対象者＞
　　集落協定に基づき５年以上継続して農業生産活動を行う農業者。

【補正の内容】 
　１０組織の交付金の増、４組織の交付金の減によるもの。

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 469 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 916 0 

農業費

目 農業構造改善事業費

補正前額 110,042 

要求額 916 

総務部長段階査定額 916 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 447 諸収入 0 

計 916 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１７ 項　　目　　名 単独災害復旧費

予算書項目 現年発生災害復旧費 ページ 39 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H29

一般会計 【問合せ先】基盤整備係　0857-20-3244 
 
【１０次総の施策体系】2104

【事業の経過及び背景】 
　平成29年6月1日の大雨により農業用施設が被害を受けたことにより、早急な対策を講じ
る。
 
【事業の目的及び効果】 
　農業経営への影響を最小限に留めるため、可能な限り早期の工事を行い、災害からの復 
旧を図る。 
 
【補正の内容】 
　佐治町刈地地区　水路１箇所　Ｌ＝　４ｍ 
　福部町湯山地区　農道１箇所　Ｌ＝１３ｍ

款 災害復旧費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,701 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,177 417 

災害復旧費

目 農林水産業施設災害復旧費

補正前額 0 

要求額 4,177 

総務部長段階査定額 4,177 

地方債 200 0 

その他 417 0 

一般財源 1,859 諸収入 0 

計 4,177 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００１ 項　　目　　名 鳥取西道路周辺環境整備事業

予算書項目 鳥取西道路建設関連事業 ページ 33 所　　属　　名

都市整備部 
都市企画課年度 H29

一般会計 【問合せ先】事業調整係　0857-20-3253 
 
【１０次総の施策体系】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　山陰道鳥取西道路「浜村鹿野温泉ＩＣ（仮称）～青谷ＩＣ」間は平成２９年中の供用、 
また「鳥取西ＩＣ～浜村鹿野温泉ＩＣ（仮称）」間は平成３０年中の供用開始に向けて事 
業が進められている。現在、早期供用に向け国・県・市が連携し関係集落との調整を実施 
しているが、付随する周辺地域環境整備も関係機関との連携により順次事業を進めている 
。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取西道路本体工事の整備にあわせ、事業地周辺の生活環境等の整備を一体的に実施し 
ていくことで、国・県・市等の関係機関と地元集落との事業推進体制を緊密なものとし、 
進捗が遅れている鳥取西ＩＣ～浜村鹿野温泉ＩＣ（仮称）間の円滑な事業推進と山陰道の 
早期全線開通を図る。 
 
【事業の内容】 
　○大満地区農道整備工事 　１,１００千円

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,100 0 

土木管理費

目 土木総務費

補正前額 19,070 

要求額 1,100 

総務部長段階査定額 1,100 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,100 諸収入 0 

計 1,100 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００２ 項　　目　　名 １００円循環バス利用促進費

予算書項目 １００円循環バス運行事業費 ページ 23 所　　属　　名

都市整備部 
交通政策課年度 H29

一般会計 【問合せ先】交通政策課　0857-20-3257 

【１０次総の施策体系】4202 

【事業の経過及び背景】
　鳥取市１００円循環バス「くる梨」は、中心市街地内の移動手段の確保を目的に運行し
ており、年間約38万人の利用者がある。
　今後は、高齢者を中心とする生活交通として、また、観光客を中心とする来街者の移動
手段としてのさらなる充実が求められる。

【事業の目的及び効果】
　くる梨の利用実態等を把握することにより、運行方法等の改善につなげる。
　くる梨の運行情報を市民等に広く提供することにより、利用促進を図る。 　 

【事業の内容】 
　 現況調査業務委託料：3,640千円
　バスロケーションシステム運用業務委託料：179千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,637 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,819 0 

総務管理費

目 交通対策費

補正前額 1,103 

要求額 3,819 

総務部長段階査定額 179 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,182 諸収入 0 

計 3,819 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００３ 項　　目　　名 都市公園等管理費

予算書項目 公園管理費 ページ 35 所　　属　　名

都市整備部 
都市環境課年度 H29

一般会計 【問合せ先】公園係 0857-20-3273 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】
　平成２９年３月末に営業を終了したリバーフレンド鳥取は、鳥取県の港湾施設用地を占
用しているものであり、建物を解体し土地を返却する必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　リバーフレンド鳥取の建物を解体撤去する。

【事業の内容】 
 　 リバーフレンド鳥取家屋解体業務　　６，３４５千円
　その他都市公園等管理業務　　　　△　　３６９千円（実績に合わせて減額）

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 △ 183 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,976 0 

都市計画費

目 公園管理費

補正前額 215,055 

要求額 5,976 

総務部長段階査定額 5,976 

地方債 5,700 0 

その他 △ 183 0 

一般財源 459 諸収入 0 

計 5,976 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００４ 項　　目　　名 道路管理費

予算書項目 道路管理費 ページ 33 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H29

一般会計 【問合せ先】管理係、維持第一係、維持第二係 0857-20-3261、3262、3263 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　管理すべき市道延長の増加、道路施設の増加、老朽化により一定規模の管理費・維持補 
修費が必要である。 

【事業の目的及び効果】 
　道路及び道路施設等の維持作業、損傷箇所の修繕を行い、市道を適切に管理する。 

 【事業の内容】
　市道奥沢見光元線で発生した自転車転倒事故の賠償金

　※その他財源の諸収入は、自動車損害賠償保険金

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 283 0 

道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 275,219 

要求額 283 

総務部長段階査定額 283 

地方債 0 0 

その他 283 0 

一般財源 0 諸収入 283 

計 283 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００５ 項　　目　　名 一般道補修費

予算書項目 一般道補修費 ページ 33 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H29

一般会計 【問合せ先】維持第一係、維持第二係、新設改良係 0857-20-3262、3263、3254 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　地域からの要望による道路改良を行い、通行者の安全を確保すべく道路の維持を行う。 

【事業の目的及び効果】 
　地域からの要望による道路改良を行い、通行者の安全を確保する。 

【事業の内容】
　県道鳥取空港賀露線供用開始に伴う、接続市道への新たな道路案内標識（３基）を設置
する。

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,918 0 

道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 168,606 

要求額 3,918 

総務部長段階査定額 3,918 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,918 諸収入 0 

計 3,918 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００６ 項　　目　　名 除雪費

予算書項目 除雪関係費 ページ 33 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H29

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-20-3261 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　冬季の生活路線の円滑な交通を確保する。　　 

【事業の目的及び効果】 
　幹線、バス路線を主とした市道の除雪を行い円滑な交通を確保する。 

【事業の内容】 
　除雪に対する業者への委託料や除雪機械ＧＰＳ管理システムの通信費及びリース代など
の維持管理費、消雪パイプ点検清掃、除雪車借上料など

【事業の実績】 
　事業費　平成２４年度　１２４，８７０千円（工事関連外実績） 
　　　　　平成２５年度　１３１，３２８千円（　　　〃　　　） 
　　　　　平成２６年度　１８４，５４３千円（　　　〃　　　） 
　　　　　平成２７年度　　９２，３５９千円（　　　〃　　　） 
　　　　　平成２８年度　４２０，２２９千円（　　　〃　　　） 
　　　　　平成２９年度　　　４，７５４千円（６月補正後）
　　　 　　９月補正要求額１６６，９９７千円

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 15,930 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 166,997 0 

道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 4,754 

要求額 166,997 

総務部長段階査定額 166,997 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 151,067 諸収入 0 

計 166,997 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００７ 項　　目　　名 防災・安全交付金事業費

予算書項目 地方道路整備交付金事業費 ページ 35 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H29

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-20-3261 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　平成２８年度、１月２４日に５７ｃｍと２月１１日に９１ｃｍの降雪があり、道路状 
況がマヒした。これに対応するため、冬期必要な 凍結防止剤散布車、小型除雪機及び鳥取
市除雪機械管理システムを整備する。
  
【事業の目的及び効果】 
　冬期必要な凍結防止剤散布車、小型除雪機及び鳥取市除雪機械管理システムを整備整備
をすることで、積雪 時における利用者の安全な道路環境を整える。 
　 
【事業の内容】
　鳥取市除雪機械管理システム整備に係る費用。

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,447 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,895 0 

道路橋梁費

目 道路新設改良費

補正前額 1,131,379 

要求額 6,895 

総務部長段階査定額 6,895 

地方債 3,200 0 

その他 0 0 

一般財源 248 諸収入 0 

計 6,895 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００８ 項　　目　　名 単独災害復旧費

予算書項目 現年発生災害復旧費 ページ 39 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H29

一般会計 【事業概要】 

【問い合わせ先】維持第１係、鳥取南地域工事事務所　0857-20-3262,0858-76-3126 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　平成２９年７月２４日の豪雨により被災した市道を公共土木災害復旧事業（単独事業） 
により復旧する。 

【事業の目的及び効果】 
　早期の復旧により速やかに適切な交通開放を行う。 

【事業の内容】 
　被災箇所　　　市道河原谷一木線

款 災害復旧費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 577 0 

災害復旧費

目 公共土木災害復旧費

補正前額 0 

要求額 577 

総務部長段階査定額 577 

地方債 500 0 

その他 0 0 

一般財源 77 諸収入 0 

計 577 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００９ 項　　目　　名 住宅維持補修費

予算書項目 住宅維持補修費 ページ 35 所　　属　　名

都市整備部 
建築住宅課年度 H29

一般会計 【問合せ先】住宅係　0857-20-3291 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　市営住宅矢口団地（気高町宝木地内）と隣接する私有地との境界の一部が不明瞭になっ
ている。

【事業の目的及び効果】
　気高町宝木地内の市有地について、官民境界の確定及び分筆登記等を行い、分筆し不要
となった行政財産については用途廃止して必要とする者に払い下げを行う。

【事業の内容】
 　官民境界の確定及び分筆登記のための測量調査業務　1,395千円

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

1,395 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,395 0 

住宅費

目 住宅管理費

補正前額 75,788 

要求額 1,395 

総務部長段階査定額 1,395 

地方債 0 0 

その他 1,395 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,395 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 4,424 諸収入 0 

計 4,424 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,424 0 

総務管理費

目 諸費

補正前額 790 

要求額 4,883 

総務部長段階査定額 4,424 

一般会計 【問合せ先】環境政策係 0857-20-3218 
 
【１０次総の施策体系】5101 
 
【事業の経過及び背景】 
　本市は、平成３０年４月に中核市に移行する。移行後の事務を円滑に行うために、事前 
に準備すべき物品等を用意する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成３０年４月に中核市移行し、動物関連、衛生循環（環境衛生、産業廃棄物）部門が 
鳥取県から移譲される。平成２９年度は中核市移行前年度に準備が必要となるシステムの 
導入作業、各種備品等を購入する。 
 
【事業の内容】 
１．大気常時監視システム（システム移行費） 
　大気汚染防止法に基づき、大気汚染の状況を常時監視・公表する業務の法定移譲を受け 
る。汚染物質の測定値をリアルタイムで監視するとともに、ホームページで公開するシス 
テムを整備する。 
　　　① テレメータシステム導入費　　２，０９６千円 
２．消耗品費　 
　各種業務を行う上で、事前に準備しておくべき消耗品の購入。 
　　　① 生活安全課（動物担当）　　　　　　６３千円 
　　　② 環境循環推進課　　　　　　　　　１００千円 
３．備品購入費　 
　各種業務を行う上で、事前に準備しておくべき備品の購入。 
　　　① 生活安全課（動物担当）　　　　　７２２千円 
　　　② 環境循環推進課　　　　　　　１，４４３千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

環００１ 項　　目　　名 【中核市関連】中核市準備事業費

予算書項目 地方分権推進費 ページ 23 所　　属　　名

環境下水道部 
生活環境課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 5,200 0 

その他 0 0 

一般財源 400 諸収入 0 

計 5,600 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 5,600 0 

小学校費

目 学校管理費

補正前額 108,692 

要求額 5,600 

総務部長段階査定額 5,600 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　学校施設の耐用年数を長く維持するため、定期的に大規模な改修を行い、機能回復及び 
施設の劣化防止を図っている。

【事業の目的及び効果】
　平成２９年２月の大雪により破損した美保南小学校の受水槽の改修を行うことにより、
学校施設における安定的な水の供給を図る。
　美保南小学校屋内運動場について、屋根全体が劣化し、雨漏りが発生していることか
ら、屋根の改修を行い、安全な教育環境を確保する。
　久松小学校の樹木について、市道山の手通り整備事業の道路拡張工事に伴い、学校施設
内の樹木を移転する。
 
【事業の内容】 
　・美保南小学校受水槽改修実施設計業務　　　　　１，０００千円
　・美保南小学校屋内運動場屋根改修実施設計業務　１，６００千円
　・久松小学校樹木等移転業務　　　　　　　　　　３，０００千円
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００１ 項　　目　　名 学校維持補修費（小学校・大規模）

予算書項目 学校維持補修費 ページ 35 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,754 諸収入 0 

計 2,754 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,754 0 

小学校費

目 学校建設費

補正前額 26,066 

要求額 2,754 

総務部長段階査定額 2,754 

一般会計 【問合せ先】学校施設係 0857-20-3353 

【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】  
　昭和４９年築の浜坂小学校屋内運動場は、児童数に対して狭隘なため、式典等、学校運
営に支障をきたしている。

【事業の目的及び効果】 
　学校環境の改善を図るため、浜坂小学校屋内運動場増改築に係る調査業務を行う。
 
【事業の内容】 
　・対象建物
　　屋内運動場　昭和４９年築　鉄骨造　６３２㎡

　・浜坂小学校屋内運動場耐力度調査業務　２，７５４千円
　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００２ 項　　目　　名 小学校増改築事業費

予算書項目 小学校増改築事業費 ページ 35 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,194 諸収入 0 

計 1,194 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,194 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 497,617 

要求額 1,194 

総務部長段階査定額 1,194 

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　合併前の鳥取地域の児童クラブは保護者会への委託方式、合併地域の児童クラブは直営 
方式でそれぞれ運営していたが、平成１８年度から全てのクラブを委託方式に移行し現在 
に至る。近年、児童クラブのニーズが高まり入級児童数が増加している。 

【事業の目的及び効果】 
　放課後児童クラブ支援員が効率的かつ効果的に業務を遂行できる環境を整備することで 
、事業の円滑な実施を図る。 

【事業の内容】 
　・パソコン導入　　７クラブ（若葉台小、醇風小、米里小、美保南小２クラブ、
　　　　　　　　　　　　　　　城北小、浜坂小） 
　・プリンター導入　７クラブ（若葉台小、米里小、賀露小、用瀬小、城北小、
　　　　　　　　　　　　　　　美保南小、浜坂小）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００３ 項　　目　　名 放課後児童対策事業費

予算書項目 放課後児童対策事業費 ページ 27 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 327 諸収入 0 

計 327 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 327 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 0 

要求額 465 

総務部長段階査定額 327 

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 

【１０次総の施策体系】1102

【事業の経過及び背景】 
　平成２９年度、春先から市内各所で熊の目撃が相次いでおり、７月までに１６箇所で目
撃情報が寄せられている。学校の通学路付近での目撃もあることから、児童、生徒の登下
校時 の安全が危惧される。 

【事業の目的及び効果】 
　市内の児童、生徒に熊鈴を着用させることで、熊との遭遇を未然に防ぎ、登下校時の安 
全確保を図る。 

【事業の内容】 
　熊鈴の購入　３８４個（５小学校、２中学校）

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００４ 項　　目　　名 学校安全対策費

予算書項目 学校安全対策費 ページ 35 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,528 諸収入 0 

計 3,528 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,528 0 

保健体育費

目 学校給食費

補正前額 65,439 

要求額 3,528 

総務部長段階査定額 3,528 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　平成２９年５月１５日気高学校給食センターの配管等給水設備の劣化により水道水から
異物の排出が確認され、給食へ異物混入のおそれが生じたため献立を変更して給食の提供
を行った。 

【事業の目的・効果】
　気高学校給食センター施設内の配管等給水設備を修繕し、安心で安全な学校給食を継続
的かつ安定的に提供する。

【事業の内容】 
　気高学校給食センター給水設備の修繕　 ３，５２８千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００５ 項　　目　　名 一般管理費（学校給食センター）

予算書項目 運営管理費等 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,566 諸収入 0 

計 1,566 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,566 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 12,322 

要求額 1,566 

総務部長段階査定額 1,566 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362、施設係 0857-20-3373 

【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】
　サイクリングターミナルに設置している地下タンクが法令により定められた更新時期
（４０年）を迎え、更新方法等を検討をしていたが、この度方針が確定したもの。

【事業の目的及び効果】
　施設更新に当たり、地下タンクから管理の行いやすい据え置き型に更新することで今後
の業務の効率化を図る。

【事業の内容】 
　オイルタンク更新　１，５６６千円　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                       
                                                                                 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００６ 項　　目　　名 サイクリングターミナル運営管理費等

予算書項目 サイクリングターミナル運営管理費等 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 8,200 0 

その他 376 0 

一般財源 2,415 諸収入 376 

計 10,991 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,991 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 39,690 

要求額 10,991 

総務部長段階査定額 10,991 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362、施設係 0857-20-3363 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　①さじアストロパークの空調が腐食により故障した。
　「星取県」効果で施設の注目度が上がり集客の増が見込まれるため、早急に空調の
　更新を行う。
　②簡易水道から上水道への切り替えに伴い集金方法が変更となった。

【事業の目的及び効果】 
　①空調の更新を行うことで、快適な環境で入館者が施設を利用することができる。
　②支払方法の変更に伴い、指定管理者（コスモスの館）の上水道利用料分を併せて支
　払うため。
 
【事業の内容】 
　①空調設備更新　　　　１０，６１５千円　　　　　　　 
　②指定管理者光熱水費　　　　３７６千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　※その他財源の諸収入は、指定管理者光熱水費負担金。
 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００７ 項　　目　　名 さじアストロパーク運営管理費

予算書項目 さじアストロパーク運営管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 550 諸収入 0 

計 1,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,000 0 

保健体育費

目 体育振興費

補正前額 700 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 1,000 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 

【１０次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　２０２０東京オリンピック・パラリンピックキャンプ地誘致に向けて機動的に活動する 
ため、県・市・関係競技団体・体育協会などで構成する誘致推進委員会に参画するととも 
に、会場地としてキャンプ等を受け入れるための実施委員会を組織し、キャンプ等を円滑 
に実施する。 

【事業の目的及び効果】 
　全国規模のスポーツ大会を誘致し開催することで、東 京オリンピック・パラリンピック
でのキャンプ等誘致に道筋を付ける。 

【事業の内容】 
　平成２９年９月設立予定の第３９回全日本マスターズ陸上競技選手権大会実行委員会
（仮）に対する準備負担金　１，０００千円

【今後の予定】
　平成３０年９月２１日～２４日　全日本マスターズ陸上競技選手権大会　開催

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 450 0 

教００８ 項　　目　　名 キャンプ地誘致推進事業費

予算書項目 オリンピック関連事業費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,348 諸収入 0 

計 3,348 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,348 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 38,543 

要求額 3,348 

総務部長段階査定額 3,348 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　河原町総合体育館の点検時に非常用電源から燃料漏れしていることが判明した。
 
【事業の目的及び効果】 
　利用者の安全確保のため、非常用電源の更新を行う。
 
【事業の内容】 
　河原町総合体育館の非常用電源の交換　３，３４８千円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００９ 項　　目　　名 地区体育館管理費

予算書項目 地区体育館管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 32 0 

一般財源 106 諸収入 32 

計 138 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 138 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 138,982 

要求額 138 

総務部長段階査定額 138 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　平成２９年７月１８日の落雷により、若葉台スポーツセンターの照明設備が故障した。

【事業の目的及び効果】 
 　夜間利用者の利用促進のため、若葉台スポーツセンターの照明設備の修繕を行う。
 
【事業の内容】 
　照明設備リモコン機器修繕費　１３８千円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　※その他財源の諸収入は、建物総合損害共済災害共済金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教０１０ 項　　目　　名 体育施設管理費

予算書項目 体育施設管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,064 諸収入 0 

計 2,064 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,064 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 15,536 

要求額 2,620 

総務部長段階査定額 2,064 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の経過及び背景】
　鳥取市スケートボード場の閉鎖（平成29年3月31日）に伴い、移転先決定までの暫定的な
スケートボード場の設置要望を受け、使用中止している市民プールを暫定的にスケート
ボード場として使用することとなった。

【事業の目的及び効果】 
　市民プールを暫定的にスケートボード場を供用することで、スポーツ振興及び公共施設
の有効利活用を図る。

【事業の内容】 
　プール底面の改修、防音対策等による施設整備費　２，０６４千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教０１１ 項　　目　　名 屋外体育施設管理費

予算書項目 屋外体育施設管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,392 諸収入 0 

計 1,392 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,392 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 11,653 

要求額 1,392 

総務部長段階査定額 1,392 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】
　河原市民プールの清掃のために送水を開始したところ、井戸の水位が下がり、下曳田専
用水道施設のポンプが空運転し断水が発生した。

【事業の目的及び効果】 
　下曳田専用水道施設の機器の復旧を行う。
 
【事業の内容】 
　下曳田専用水道施設修繕費負担金　１，３９２千円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教０１２ 項　　目　　名 プール管理費

予算書項目 プール管理費 ページ 37 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H29
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

支所００１ 項　　目　　名 小さな拠点整備事業費

予算書項目 新市域特別振興費 ページ 23 所　　属　　名

佐治町総合支所 
地域振興課年度 H29

一般会計 【問合せ先】佐治町総合支所 地域振興課 0858-88-0211 

【１０次総の施策体系】3202 

【事業の経過及び背景】 
　佐治地域は、平成１６年の合併時に2,800人あった人口が、現在では、2,000人を切り、
また、高齢化率も４６％に達するなど過疎化とともに高齢化が急速に進行している。

【事業の目的及び効果】 
　人口減少や高齢化の進行が著しい佐治地域において、将来にわたって地域に住み続けて
いけるよう、地域内の助け合いの仕組みや地域の生活実態に即した移動手段の確保等、生
活を支える新たな地域運営の仕組みを構築する。

【事業の内容】
　小さな拠点整備事業の計画策定に係る経費を助成する。
　※補助率10/10（県間接補助2/3、市1/3）

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 340 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 510 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 0 

要求額 750 

総務部長段階査定額 510 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 170 諸収入 0 

計 510 その他 0 

行財政改革課処理欄
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

23,222 23,200 22

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

総合支所整備事業費 財産経営課

災害対策支部として地域防災の拠点としての機能を果たすため、総合支所庁舎の耐震補強（構造体Ⅱ類・建築非
構造部材Ａ類・建築設備甲類）等を行う。

○用瀬町総合支所耐震補強等設計業務
　用瀬町総合支所の耐震補強計画及び用瀬図書館との複合化等の改修設計業務を行う。
　・庁舎（Ｓ５２年築、ＲＣ構造３階、1,684㎡）の耐震補強等を行う
　・２階部分を用瀬図書館として改修し複合化を図る

　　平成29年度　　  9,952千円
　　平成30年度　　23,222千円

平成27年度　基礎調査業務

平成３１年度までに旧耐震基準（S56.6以前）の５庁舎の耐震補強等を行う計画にしており、Ｈ２９年度から設計を行
う必要がある。また、図書館との複合化やバリアフリー化の対応等設計内容があり業務期間に時間を要する。
○用瀬町総合支所
　　業務期間　平成２９年１２月～平成３０年８月

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成30年度
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

1,378 平成 29 年 ～ 30 年度 1,378

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

保健所物品移転業務 保健医療福祉連携課

　１　業務方針
　　　　民間業者に移転業務を委託する。

　２　移転実施予定日
　　　　平成３０年３月中旬の１日および同年４月上旬の１日の計２日間

　３　移転元・先
　　　　【移転元】
　　　　　・鳥取県東部福祉保健事務所（鳥取保健所）：鳥取市江津７３０番地
　　　　【移転先】
　　　　　・鳥取市総合福祉センター（さざんか会館）：鳥取市富安２丁目１０４－２
　　　　　・鳥取市駅南庁舎：鳥取市富安２丁目１３８－４

　４　移送物品
　　　　簿冊類、書庫、備品

　平成２８年９月　　鳥取県から譲渡可能備品一覧受領
　平成２９年５月　　東部福祉保健事務所および東部生活環境事務所備品現地確認実施

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　①　平成２９年１０月に委託業者選定
　②　平成２９年１１月業務委託契約締結
　③　平成３０年３月中旬　１回目の移転作業実施
　④　平成３０年４月上旬　２回目の移転作業実施

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成３０年４月１日の中核市移行に伴う鳥取市保健所の開設に向け、鳥取県東部福祉保健事務所（鳥取保健所）
の書庫等物品を鳥取市総合福祉センター（さざんか会館）及び駅南庁舎へ移転する。
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

　鳥取市土地開
発公社が、新津
ノ井工業用地を
取得造成し管理
するために金融
機関から借り入
れる資金220,000
千円並びに当該
借入資金に対す
る利子相当額及
び管理費の合計
額を限度として
補償する。

用地取得費
および造成
費
220,000千
円と利子に
相当する額
及び管理費

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

鳥取市土地開発公社借入金の損失補償 企業立地・支援課

　
　　工業用地を整備するために、鳥取市土地開発公社が造成し管理するために金融機関から借り入れる資金に対
する利子相当額及び管理費の合計額を限度として補償する。

　平成１６年度　分譲開始

　
　　鳥取市土地開発公社において事業を推進し、当該工業用地への企業誘致を積極的に推進する。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　
　　企業誘致を戦略的に行うため、その受け皿となる工業用地を整備することにより、企業誘致を促進し、地域経済
の活性化と雇用の創出を図る。

平成29年度
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

10,000 10,000

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

鳥取砂丘新発見伝事業負担金 鳥取砂丘・ジオパーク推進課

　鳥取砂丘の新しい魅力を創造、発見し、県内外に情報発信するために砂丘の魅力を広く発信するイベントを実
施する。
　民間団体等からイベントを募集し、民間主体で実施することで幅広い県民参加と砂丘振興を図る。

鳥取砂丘再生会議が、「民間からのイベント募集・審査・実施の決定」「実施されたイベントの評価」「広報」を行う。
鳥取市も再生会議に事務局として参画しており、協同して事業を実施する。
イベント補助が採択された民間団体は「イベントの企画・実施」を行う。

　鳥取砂丘新発見伝実行委員会は、鳥取砂丘に、もう一度鳥取の宝として光を当て、新しいイメージを創造し、情
報発信しようと平成１２年６月２３日に県民・民間企業・行政などが一体となって設立された。
　県市が費用を1/2負担して運営される鳥取砂丘再生会議設立後は、鳥取砂丘新発見伝実行委員会の事業を鳥
取砂丘再生会議が引継ぎ、民間団体が行うイベントを公募し、支援する方式で、現在まで実施している。

　平成３０年度に支援する事業は、平成２９年度中にイベント募集・審査を行い、４月から事業実施する。
　砂丘を活用したイベントを広く民間から公募し、実施していくことで新たな砂丘の魅力の認知、定着化を図ってい
く。
　　　　　平成２９年１２月～平成３０年１月　  イベント募集
　　　　　平成３０年１月下旬　　　　　　　　 　　第１回審査会（書面審査）
　　　　　　　　　　　 ２月上旬　　　　　　　　　　 第2回審査会（ヒアリング）
　　　　　　　 　　　　２月中旬　　　　　　　　 　　イベント採択の可否を応募者に通知

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成30年度
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

950 950

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

鳥取港振興会対策事業（鳥取隠岐間超高速船チャーター事業） 交通政策課

　「山陰海岸ジオパーク」と「隠岐世界ジオパーク」を海上ルートで結ぶチャーター船の運航支援を行うことにより、
両県ジオパークの交流促進とジオツアー等による鳥取・隠岐への誘客を図る。

　①チャーター船（隠岐汽船㈱のレインボージェット）による三角コース（七類～鳥取～西郷～七類）運行
　②ジオパークツアー等造成による関西等からの誘客促進
　③両県ジオパークの教育活動等、交流事業の推進

　平成27年度から平成28年度までの2回は鳥取県事業として、平成29年度は鳥取港振興会事業として試験運航を
実施し、航路開拓、航路の認知度向上と需要喚起、乗船率の向上を目指した取組を行ってきた。
（１）１回目：平成27年4月4日（土）
・三角コース（Ａ区間：七類港～鳥取港、Ｂ区間：鳥取港～西郷港[隠岐]、Ｃ区間：西郷港～七類港）でチャーター
運航。Ｂ区間については乗船によるモニターツアー（一般客、旅行会社担当者）を実施。
・隠岐の魅力も相まって、航路へ高い期待があることを確認。

（２）２回目：平成28年4月8日（金）
・全区間で乗船モニターを募集し、採算性を高めた運航に変更。
・Ａ区間及びＢ区間で旅行会社等を通じて乗船モニターを募集。Ｃ区間については一般客を募集。
・Ａ区間はＤＢＳクルーズフェリー利用者が乗船、Ｂ区間は関西からの集客が好調。Ｃ区間の乗船は減少。

（３）３回目：平成29年4月7日（金）
・全区間でツアー造成し、商業ベースでの運行可能性について検討。
・乗船料の有料化によるツアー代金の上昇等の影響により、乗船客数が減少。

　また、経費負担について島根県側と協議を続けてきた結果、平成30年度実施分より鳥取・島根両県で経費を負
担することとなる。（鳥取県負担分について、鳥取県と鳥取市が1/2ずつ負担）

　平成30年4月に事業を実施するが、平成２９年度中にチャーター船運航に係る契約、ツアー客の募集等を行う必
要がある。
　　　　　平成29年10月～　　隠岐汽船（株）、隠岐広域連合との契約等
　　　　　　　　　　　　　　　　　ツアー客募集取扱い業者の選定
　　　　　　　　　　　11月～　　隠岐ツアー商品造成、ツアー客の募集

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成30年度
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

201,900 平成 30 年 ～ 32 年度 201,900

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　①第一学校給食センターから15校分(配送車4台、コンテナ46台)

　②第二学校給食センターから17校分(配送車5台、コンテナ51台)

　③湖東学校給食センターから7校分(配送車2台、コンテナ23台)

　④国府学校給食センターから4校分(配送車2台、コンテナ15台)

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　学校給食センター4施設と鳥取地域・国府地域・福部地域の小・中学校(給食室)との間を学校給食用コンテナに
よる配送・回収、コンテナの洗浄をする必要があるため、専用貨物車を有する事業者に委託して事業実施する。

　・現在の契約額(H27～H29)　187,888千円  (債務負担行為限度額 201,600千円)

　受配校の児童・生徒数、学級数の変化、燃料費等の高騰など、配送行程、人員配置及び配送経費等の変動要
因に留意し、継続的かつ安定的に委託する。
　9月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
1.9月議会議決
2.10月に入札
3.4月から配送開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　学校給食センターから、受配校である小・中学校への給食の配送・回収を継続的かつ安定的に実施する。

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

鳥取市学校給食配送業務委託事業 学校保健給食課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

31,956 平成 30 年 ～ 31 年度 31,956

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　鳥取市佐治町老人福祉センター及び鳥取市鹿野町老人福祉センターしかの和泉荘の使用に関する業務、
施設や設備の維持管理に関する業務、その他センターの管理上鳥取市長が必要と認める事業を行う。

　　平成28年度から2年間指定管理者制度により施設の維持管理、運営の委託を行い、老人クラブの育成を図るな
ど、高齢者福祉の増進を図った。

　　現指定管理者　　   社会福祉法人　鳥取市社会福祉協議会（指名指定）
　　前回債務負担額　  平成28年度～29年度　15,030千円
　　指定管理料　        （H28～29）各7,515千円　　　計15,030千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは、次のとおり。
　１．指名を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補を選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．１～２月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　 地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市老人福祉センターの設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施設
に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の規定に基づき、指定管理者制度を導入することで、民間事業
者等の創意・工夫により、鳥取市佐治町老人福祉センター及び鳥取市鹿野町老人福祉センターしかの和泉荘の
運営の効率化と質的向上を図る。

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市佐治町老人福祉センター及
び鳥取市鹿野町老人福祉センターしかの和泉荘の管理運営費

高齢社会課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

29,422 平成 30 年 ～ 31 年度 29,422

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市青谷町高齢者生活福祉セン
ターの管理運営費

高齢社会課

　　鳥取市青谷町高齢者生活福祉センターの施設及び設備の維持管理に関する業務のほか、自立して生活する
ことに 不安があると認められる高齢者に対する住居の提供、各種の相談及び助言、緊急時の対応その他高齢者
等の福祉の増進に必要な事業の実施。

　平成28年度から2年間指定管理者制度により施設の維持管理、運営を委託し、高齢者福祉サービスを提供した。

　　現指定管理者　　    社会福祉法人　鳥取市社会福祉協議会（指名指定）
　　前回債務負担額　   平成28年度～29年度　20,096千円
　　指定管理料　       （H28～29）各10,048千円　　　計20,096千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは、次のとおり。
　１．指名を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補を選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．１～２月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　 地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市青谷町高齢者生活福祉センターの設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施
設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の規定に基づき、指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創
意・工夫により鳥取市青谷町高齢者生活福祉センターの運営の効率化と質的向上を図る。
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

145,065 平成 30 年 ～ 34 年度 145,065

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　鳥取市気高地区保健センターは平成１５年１１月の開館以来、鳥取市（合併前は気高町）が直接管理運営を行っ
てきたが、経費の削減及びサービスの維持向上を図るため、平成２０年度より指定管理者に施設の管理運営を委
託してきた。より一層のサービスの向上を期待し、平成３０年度からも指定管理者に管理運営を委託することとす
る。

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

 

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市気高地区保健センターの管
理運営費

中央保健センター

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

 　４．１２月議会議決後、指定管理業者の指定及び告示。

 　５．２～３月中に基本協定書の締結。

 　６．４月１日より管理開始。

 　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。

指定管理者に以下の業務を委託する。
（１）気高地区保健センターの使用に関する業務
（２）気高地区保健センターの施設及び設備の維持管理に関する業務
（３）前２項に掲げるもののほか、気高地区保健センターの管理上市長が必要と認める業務

平成２０年度より施設の管理運営を指定管理者に委託している。現在の指定管理者は気高地区保健センターの管
理運営において、自主事業を積極的に展開している。
自主事業の一例としては子供水泳教室、大人水泳教室、リズム体操などが挙げられる。

　現指定管理者　　　株式会社さんびる（公募）
　前回債務負担額　　平成25～29年度　118,765千円
　指定管理料　　　　　H25　22,000千円　H26　22,833千円　H27　22,835千円
　　　　　　　　　　　　　 H28　24,536千円　H29　24,536千円  　計 116,740千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは次のとおり。

 　１．公募を実施。

 　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

7,024 平成 30 年 ～ 32 年度 7,024

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

指定管理者に以下の業務を委託する。

鳥取市佐治町自然環境活用センター、鳥取市佐治町たんぽり荘、鳥取市佐治町山王谷キャンプ場の管理運営に
関する業務

指定管理者制度により施設の維持管理、運営を委託し、佐治地域の観光振興拠点として地域活性化を推進して
いる。

現指定管理者　　 株式会社さじ弐拾壱
前回債務負担額　平成28～29年度　3,972千円
指定管理料　　    H28　1,986千円　　H29　1,986千円　　計　3,972千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．指名を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．１～２月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市佐治町自然環境活用セン
ター、鳥取市佐治町たんぽり荘及び鳥取市山王谷キャンプ場の管理運営費

観光戦略課

地方自治法第244条の2第3項、鳥取市佐治町自然環境活用センターの設置及び管理に関する条例、鳥取市佐治
町たんぽり荘の設置及び管理に関する条例、鳥取市キャンプ場の設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施
設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業
者等の創意と工夫に基づいた管理運営における質的向上と効率化を図る。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

58,770 平成 30 年 ～ 32 年度 58,770

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　指定管理者に以下の業務を委託する。

　指定管理者を公募し、国府町コミュニティセンター及び国府町農村勤労福祉センタープール（以下、「国府町コ
ミュニティセンター等」という。）の管理運営を平成３０年度より委託する。
　指定管理者が行う業務の範囲は、以下のとおりとする。
1.国府町コミュニティセンター等の利用に関する業務
2.国府町コミュニティセンター等の施設及び設備の維持管理に関する業務
3.その他、国府町コミュニティセンター等の管理上市長が必要と認める業務

H28　教育委員会分室のあり方検討会において分室が管理している体育施設等について指定管理者制度の導入
を決定

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．公募を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．３月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

　国府町コミュニティセンター及び国府町農村勤労福祉センタープールに、指定管理者制度を導入することで、民
間事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営によるサービス向上及び効率化を図る。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する国府町コミュニティセンター及び国府
町農村勤労福祉センタープールの管理運営費

生涯学習・スポーツ課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

63,210 平成 30 年 ～ 32 年度 63,210

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　指定管理者に以下の業務を委託する。

　指定管理者を公募し、河原町総合体育館、河原町勤労者体育館、佐治町多目的運動広場及び佐治町B&G海
洋センター（体育館、プール）（以下、「河原町総合体育館等」という。）の管理運営を平成３０年度より委託する。
　指定管理者が行う業務の範囲は、以下のとおりとする。
1.河原町総合体育館等の利用に関する業務
2.河原町総合体育館等の施設及び設備の維持管理に関する業務
3.その他、河原町総合体育館等の管理上市長が必要と認める業務

H28　教育委員会分室のあり方検討会において分室が管理している体育施設等について指定管理者制度の導入
を決定

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．公募を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．３月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

　河原町総合体育館、河原町勤労者体育館、佐治町多目的運動広場及び佐治町B&G海洋センター（体育館、
プール）に、指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営によるサービス
向上及び効率化を図る。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する河原町総合体育館、河原町勤労者
体育館、佐治町多目的運動広場、佐治町B&G海洋センター（体育館）及び佐治町B&G
海洋センター（プール）の管理運営費

生涯学習・スポーツ課

- 50 -



国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

119,250 平成 30 年 ～ 32 年度 119,250

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　指定管理者に以下の業務を委託する。

　指定管理者を公募し、気高町勤労者体育センター、気高町農業者トレーニングセンター、気高町B&G海洋セン
ター（プール）、気高町運動広場、気高町龍見台テニスコート、青谷町グラウンド（野球場）、青谷町グラウンドテニス
コート、青谷町農村広場、青谷町体育館、青谷町農林漁業者トレーニングセンター、鹿野町農業者トレーニングセ
ンター、鹿野町B&G海洋センター（プール）及び鹿野町運動広場（以下「気高町勤労者体育センター等」という。）
の管理運営を平成３０年度より委託する。
　指定管理者が行う業務の範囲は、以下のとおりとする。
1.気高町勤労者体育センター等の利用に関する業務
2.気高町勤労者体育センター等の施設及び設備の維持管理に関する業務
3.その他、気高町勤労者体育センター等の管理上市長が必要と認める業務

H28　教育委員会分室のあり方検討会において分室が管理している体育施設等について指定管理者制度の導入
を決定

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．公募を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．３月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

　気高町勤労者体育センター、気高町農業者トレーニングセンター、気高町B&G海洋センター（プール）、気高町
運動広場、気高町龍見台テニスコート、青谷町グラウンド（野球場）、青谷町グラウンドテニスコート、青谷町農村広
場、青谷町体育館、青谷町農林漁業者トレーニングセンター、鹿野町農業者トレーニングセンター、鹿野町B&G海
洋センター（プール）及び鹿野町運動広場に、指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工夫に
基づいた管理運営によるサービス向上及び効率化を図る。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成２９年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する気高町勤労者体育センター、気高町
農業者トレーニングセンター、気高町B&G海洋センター（プール）、気高町運動広場、
青谷町グラウンド、青谷町体育館、青谷町農林漁業者トレーニングセンター、鹿野町農
業者トレーニングセンター、鹿野町B&G海洋センター（プール）及び鹿野町運動広場の
管理運営費

生涯学習・スポーツ課
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

公００１ 項　　目　　名 管理運営費

予算書項目 管理運営費等 ページ 53 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H29

0 0 

事業の概要　会計名

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

【問合せ先】商業振興係 0857-20-3222 
 
【１０次総の施策体系】2103 
 
【事業の目的及び効果】 
　市場設備の修繕等を実施することにより、施設の適正な管理運営を行う。 
 
【事業の内容】 
　市場青果棟保冷設備を開閉するジャバラシートを巻き上げるシャフトが破損したことに
伴い、シャフトの取替修繕を実施する。

公設地方卸売市場事業費特別会計

款

市長段階査定額 756 0 

市場管理費

目 市場管理費

補正前額 194 

要求額 756 

総務部長段階査定額 756 

市場費

項

0 

その他 0 0 

一般財源 756 諸収入 0 

計 756 その他 0 

行財政改革課処理欄

財
源
内
訳

国・県支出金

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００１ 項　　目　　名 介護給付費準備基金積立金

予算書項目 介護給付費準備基金積立金 ページ 65 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

事業の概要　会計名

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２８年度繰越金精算によるもの 。
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２８年度介護給付費の事業費確定による介護保険料収入額及び基金繰入金の充当 残
額を平成２９年度に繰り越して介護給付費準備基金に積立てを行い、介護給付費の急増等 
不測の事態に備えることにより、介護保険事業の安定的な運営を行う。　 
 
【事業の内容】 
＜基金積立金内訳＞ 
　介護保険料充当残　227,858,245円 
　基金繰入金充当残　　　681,935円 
　保険料延滞金　　　　　691,000円 
 
※その他財源のその他は、前年度繰越金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 積立金

項

0 

市長段階査定額 229,231 0 

積立金

目 積立金

補正前額 205 

要求額 229,231 

総務部長段階査定額 229,231 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 229,231 0 

一般財源 0 諸収入 0 

229,231 その他 229,231 

行財政改革課処理欄

計
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００２ 項　　目　　名 国庫支出金等過年度分（介護給付費等）

予算書項目 国庫支出金等過年度分還付金 ページ 65 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

事業の概要　会計名

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２８年度繰越金の精算を行うもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２８年度介護保険給付事業の事業費確定により、国庫補助金、県補助金、社会保険
診療報酬支払基金交付金の充当残額を返還する。 
 
【事業の内容】 
　＜国庫負担金＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　　3,068,854,327円　－ 2,935,034,320円　＝ 133,820,007円（Ａ） 
　＜県負担金＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　 　2,490,806,443円　－2,396,823,484円　＝ 93,982,959円（Ｂ） 
　＜支払基金交付金＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　 　4,791,002,000円　－　4,593,600,571円　＝　197,401,429円（Ｃ） 
　　返還額計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＝ 425,204,395円

　※その他財源のその他は、前年度繰越金。　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 諸支出金

項

0 

市長段階査定額 425,204 0 

償還金及び還付加算金

目 償還金

補正前額 1 

要求額 425,204 

総務部長段階査定額 425,204 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 425,204 0 

一般財源 0 諸収入 0 

425,204 その他 425,204 

行財政改革課処理欄

計

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００３ 項　　目　　名 国庫支出金等過年度分（地域支援事業等）

予算書項目 国庫支出金等過年度分還付金 ページ 65 所　　属　　名

福祉部 
地域包括ケア推進課年度 H29

事業の概要　会計名

介護保険費特別会計 【問合せ先】企画連携係 0857-20-3449 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２８年度繰越金の精算を行うもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２８年度地域支援事業の事業費確定により、国庫補助金、県補助金、社会保険診療
報 酬支払基金交付金の充当残額を返還する。 
 
【事業の内容】 
　＜国庫補助金＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　　159,662,920円　－ 106,951,748円　＝ 　52,711,172円（Ａ） 
　＜県補助金＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　 　79,831,460円　－　53,475,873円　＝ 　26,355,587円（Ｂ） 
　＜支払基金交付金＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　 　14,203,000円　－　12,587,412円　＝　  1,615,588円（Ｃ） 
　　返還額計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＝ 80,682,347円　　　　　　　　　　　　　　　 
　 
※その他財源のその他は、前年度繰越金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 諸支出金

項

0 

市長段階査定額 80,683 0 

償還金及び還付加算金

目 償還金

補正前額 0 

要求額 80,683 

総務部長段階査定額 80,683 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 80,683 0 

一般財源 0 諸収入 0 

80,683 その他 80,683 

行財政改革課処理欄

計
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００４ 項　　目　　名 一般会計へ繰出

予算書項目 一般会計へ繰出 ページ 65 所　　属　　名

福祉部 
高齢社会課年度 H29

事業の概要　会計名

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２８年度繰越金の精算を行うもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２８年度介護給付費及び地域支援事業費の事業費確定による一般会計繰入金の充当 
残額等を返還するもの。 
 
【事業の内容】 
　＜介護給付費充当分＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　　2,148,374,000円　－　2,055,518,620円　＝ 　92,855,380円（Ａ） 
　＜事務費充当分＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　　　254,359,000円　－　　244,279,259円　＝　 10,079,741円（Ｂ） 
　＜低所得者保険料軽減分＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　　　30,358,000円　－　　　31,034,115円　＝　△676,115円（Ｃ） 
　＜地域支援事業費充当分＞ 
　　平成28年度収入済額　　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　 　　68,185,000円　－ 　　62,178,865円　＝　  6,006,135円（Ｄ） 
　＜地域支援事業手数料分＞ 
　　過年度分収入額　　手数料　2,600円　（Ｅ） 
　　 
　　返還額計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＝108,267,741円 
 
※その他財源のその他は、前年度繰越金。
 

款 諸支出金

項

0 

市長段階査定額 108,268 0 

繰出金

目 一般会計へ繰出

補正前額 0 

要求額 108,268 

総務部長段階査定額 108,268 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 108,268 0 

一般財源 0 諸収入 0 

108,268 その他 108,268 

行財政改革課処理欄

計

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

介００５ 項　　目　　名 安心ホットライン事業費

予算書項目 地域自立生活支援事業費 ページ 65 所　　属　　名

福祉部 
地域包括ケア推進課年度 H29

事業の概要　会計名

介護保険費特別会計 【問合せ先】地域支援係 0857-20-3453 
 
【１０次総の施策体系】1302 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２８年度利用料について、誤徴収が明らかになったため返還するもの。
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２８年度利用料の徴収誤り金を該当者に返還する。
 
【事業の内容・実績】 
　安心ホットライン事業は、利用者が随時（２４時間・３６５日）通報や相談ができるよ
うに、簡単な操作で通報で きる機器を設置するとともに、適切なアセスメントを行う専門
的知識を有するオペレータ ーを配置し、通報があった場合に緊急車両の出動要請や協力員
への連絡などを行う福祉サービスである。
　平成２８年度利用料の徴収誤り金を該当者に返還する。
 
　平成２８年度　１件　１，８００円（３００円×６か月分） 
  
※その他財源のその他は、前年度繰越金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 地域支援事業費

項

0 

市長段階査定額 2 0 

任意事業費

目 その他事業費

補正前額 11,589 

要求額 2 

総務部長段階査定額 2 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 2 0 

一般財源 0 諸収入 0 

2 その他 2 

行財政改革課処理欄

計
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

875 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

【問合せ先】観光政策係 0857-20-3227 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の目的及び効果】 
　安定した温泉供給を図るため、配湯施設の維持管理等を適正に行う。 
 
【事業の内容】 
　平成２９年７月の大雨に伴う落雷により故障した鹿野温泉監視システム信号送信ユニッ
トの取替修繕を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 875 0 

一般財源 0 諸収入 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

事業の概要　会計名

温泉事業費特別会計

款 温泉事業費

項

875 

市長段階査定額 875 0 

温泉事業費

目 温泉管理費

補正前額 23,972 

要求額 875 

総務部長段階査定額 875 

温００１ 項　　目　　名 維持管理費

予算書項目 維持管理費 ページ 73 所　　属　　名

経済観光部 
観光戦略課年度 H29

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

観００１ 項　　目　　名 温泉施設管理費

予算書項目 温泉施設管理費 ページ 85 所　　属　　名

経済観光部 
観光戦略課年度 H29

事業の概要　会計名

観光施設運営事業費特別会計

款 観光施設費

項

0 

市長段階査定額 1,000 0 

観光施設事業費

目 温泉施設管理費

補正前額 5,258 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 1,000 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

0 

一般財源 1,000 諸収入 0 

1,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

【問合せ先】観光政策係 0857-20-3227 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の経過及び背景】 
　浜村温泉館は、施設の老朽化により平成２８年３月で閉館となっているが、今後の施設
のあり方について地元とともにその方向性を見出すことが必要である。

【事業の内容】
　リノベーションの 専門家の知見を取り入れて、温泉街全体のまちづくりの観点も交えた
施設のあり方検討やグランドデザイン策定を実施する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

後００１ 項　　目　　名 保険料還付金

予算書項目 保険料還付金 ページ 97 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 H29

事業の概要　会計名

後期高齢者医療費特別会計 【問合せ先】長寿医療係 0857-20-3487 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２０年の後期高齢者医療制度開始以来、広く利用されている後期高齢者医療広域連
合の電算処理システムにシステム設計の誤りがあり、保険料の均等割部分の軽減判定につ
いて正しく算定されていないものがあることが判明した。
 
【事業の目的及び効果】 
　制度発足の平成２０年度以降の保険料について、保険料の均等割部分について再計算
し、保険料が過大徴収されているものを還付した。　 
 
【事業の内容】 
　後期高齢者医療保険料過年度還付金　1,000千円 
 
【今後の取り組み】 
　国において対応方針が示されているものであり、引き続き国及び後期高齢者医療広域連
合と連携し、適切な運営に努めていく。　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　※その他財源の諸収入は、後期高齢者医療広域連合からの保険料還付金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 諸支出金

項

0 

市長段階査定額 1,000 0 

償還金及び還付加算金

目 保険料還付金

補正前額 3,000 

要求額 1,000 

総務部長段階査定額 1,000 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 1,000 0 

一般財源 0 諸収入 1,000 

1,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

後００２ 項　　目　　名 還付加算金

予算書項目 還付加算金 ページ 97 所　　属　　名

福祉部 
保険年金課年度 H29

事業の概要　会計名

後期高齢者医療費特別会計 【問合せ先】長寿医療係 0857-20-3487 
 
【１０次総の施策体系】1304 

【事業の経過及び背景】
　平成２０年の後期高齢者医療制度開始以来、広く利用されている後期高齢者医療広域連
合の電算処理システムにシステム設計の誤りがあり、保険料の均等割部分の軽減判定につ
いて正しく算定されていないものがあることが判明した。
 
【事業の内容・実績】 
　収納した保険料の還付に際し、加算金が発生した場合に支払う。
　 制度発足の平成２０年度以降の保険料について、過大徴収されているものを還付したこ
とに伴って発生した還付加算金を支払った。
　
【今後の取り組み】 
　鳥取県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、制度の円滑な運営に努めていく。　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　※その他財源の諸収入は、後期高齢者医療広域連合からの保険料還付加算金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 諸支出金

項

0 

市長段階査定額 120 0 

償還金及び還付加算金

目 還付加算金

補正前額 100 

要求額 120 

総務部長段階査定額 120 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 120 0 

一般財源 0 諸収入 120 

120 その他 0 

行財政改革課処理欄

計
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